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はじめに 

JACR Monographは、地域がん登録全国協議会（現・日本がん登録協議会、JACR）の学術集会記録集とし

て、1995年（平成7年）に発刊されました。2012年までの18年間に18冊の記録集と1冊のsupplement（2003

年発刊）が刊行されています。2013年の第19刊からは、学術集会記録に加え論文投稿も募集し、毎年度1冊

が刊行され、2016年には2冊目のsupplementを発刊しました。ISBNが取得されており、JACRが定期に刊行

するがんの記述疫学研究を主とした学術的な単行本です。医学論文検索サイトの医中誌で検索可能であり、

JACRのウェブサイトやメディカルオンラインからもお読みいただけます。 

JACRでは査読プロセスを経る和論文としての投稿を推奨しており、新たな編集体制での発刊となった平成

30年度の第24刊から、第１部を構成する論文集の査読において、編集委員以外の査読者も含めた複数での

peer reviewとしています。投稿原稿の採否は、査読プロセスを経たのち、JACR学術委員会モノグラフ編集

委員で審議し決定します。2024年10月の投稿規程変更で、わかりにくいとの意見があった論文の種類を、従

来の5種類から（１）原著、（２）総説・提言、（３）がん登録事業活動報告、の3種類に統合整理しまし

た。令和6年度の第30刊では、投稿のあった5論文のうち4論文が査読を経て採用となりました。 

第23刊までのB5版ではなくA4版とし、査読プロセスを経ない第２部を構成する学術集会記録については、

学術集会での配布物との重複に配慮し、研修会資料の再掲中止、第27刊から抄録の縮小掲載も中止しまし

た。優秀賞受賞演題および一般演題以外の全演題、一般演題のうち希望のあった演題については、査読プロ

セスを経る第１部の和論文としての投稿、それが難しい場合は、発表者の責任において口演抄録に図表等を

追加加筆して2ページにまとめたもの、あるいはポスターの縮小版での掲載を依頼しています。新型コロナウ

ィルス感染症（COVID-19）対応でウェブ開催となった第29回から第31回の学術集会については、原則、全

てのポスターを縮小掲載しました（発表者が希望されない場合やいわゆるポスター形式が設定されなかった

第30回学術集会を除く）。現地開催となった第32回に引き続き、第33回が対象となる令和6年度のJACR 

Monograph第30刊では、口演のうち掲載協力が得られた演題とポスターのほぼ全ての演題（二演題を除く）

を掲載しています。 

“消しゴムってさ、間違いを消すものじゃなくて、光を与える道具なんだって” 

2023年11月よりオンエアされた大塚製薬カロリーメイト受験生応援CM第10弾「光も影も」篇の台詞で

す。視点を変えるとネガティブにもポジティブにもなります。本書が、がん登録を活用し、がん対策を効果

的に推進するための一助になれば幸いです。 

2025 年３月 

JACR Monograph 

編集長 宮代 勲 



目 次 

第 1 部 論文集 

原著｜東日本大震災の宮城県がん登録情報への影響 金村 政輝　　3

原著｜島根県における初診病院等までの距離とがんの進展度の関係 松本 伸哉 他　　10

原著｜大阪府がん登録から見た乳がんに対する集学的治療における医療機関連携 石田 理恵 他　　17

活動報告｜都道府県がん対策推進計画へのがん登録等の活用状況に関するアンケート 

結果報告 中林 愛恵 他　　23

第 2 部 第 33 回学術集会記録 

第 33 回学術集会 プログラム 

会長講演｜がんの個別化医療の歩み 田村 研治　　42

学術委員会企画シンポジウム｜ 

47 都道府県のがん対策推進計画における「がん登録」活用状況と取り組み 大木 いずみ　　44

学術集会企画シンポジウム｜ 

全国がん登録の課題と法改正―「中間とりまとめ」の内容から 西野 善一　　46

セッション｜CI5、CONCORD へ参加して 田中 里奈　　48

一般口演｜ 

市町村民所得により引き起こされるがん年齢調整罹患率、純生存率の差 安藤 稜晟 他　　50 

院内がん登録による生存率と生存把握割合の関連の検証 山本 真希　　52 

全国がん登録の全数登録の質を担保するための重複点検作業を軽減する症例検索モデル 

の利用可能性 小原 仁 他　　54 
国立病院機構関東信越グループ有志におけるがん患者体験調査の状況報告と今後の調査に  

あたっての提言 山口 千春　　56 

一般演題（ポスター発表再掲）｜ 

北信地域における頭頸部がんの診断から治療開始までの待機期間と関連要因 瀧口 知彌 他　　58 

島根県院内がん登録における緩和的治療実施状況について 田村 太朗 他　　59 

がん登録でわかる離島医療の今とこれから 引野 美貴子 他　　60 

長野県のがん登録精度に関する考察 田仲 百合子 他　　61 

大阪府における胆嚢がん・肝外胆管がん 原 加奈子 他　　62 

東日本大震災の宮城県がん登録情報への影響 金村 政輝　　63 

島根県院内がん登録解析事業を活用した肝癌背景因子の実態調査 中林 愛恵 他　　64 

院内がん登録を活用した看取り場所に関する現状調査 山口 真理子 他　　65 

島根県西部医療圏域におけるがん診療の現状と当院の役割 田中 和子 他　　66 

島根県における院内がん登録を利用した AYA 世代のがん患者等及びその家族の実態調査 竹谷 健 他　　67 

当院における希少がん、希少がん以外のがんの受療動向 大塚 理可 他　　68 



院内がん登録データから見た AYA 世代がん患者の特徴 

院内がん登録からみた当院の大腸がん患者の特徴 

第 4 期愛媛県がん対策推進計画の中の『がん登録』 

栃木県がん対策推進計画と栃木県がん登録のデータ活用の推移 

全国がん登録における指定診療所の適正化に向けた大阪府の取り組みについて 

阿部 真由子 他　　69

加村 菜月　　70

新居田 あおい 他　　71  

菊地 康子 他　　72 

花原 聡 他　　73  

京都府における全国がん登録の現状と課題―全国がん登録室が医師会内にあることのメリット、 

デメリット― 奥田 幸子 他　　74
―岐阜県における医療機関を対象とした全国がん登録実務者勉強会の取組について― 纐纈 五月 他　　75 

非匿名化情報の提供における標準的な作業の確立を目指して～個人照合の業務効率化に    

向けた取り組み～ 目崎 はる香 他　　76 

住所異動確認調査における宮城県の対応と課題 植野 由佳 他　　77 

市町村による全国がん登録情報の活用支援 佐藤 洋子 他　　78 

院内がん登録のエラーチェック管理システム構築による人材育成の PDCA サイクル循環について 伊藤 知美　　79 

横浜市立大学附属病院におけるがん登録データの分析について 松澤 祐子 他　　80 

院内がん登録データからみるがんセンター設立後の治療の状況 名原 陽子　　81 

院内がん登録予後調査業務の自動化に向けた取り組み 原田 智可 他　　82 

院内がん登録データの簡単な集計方法の検討 竹島 楓香 他　　83 

院内がん登録から見えた希少がんの現状 坂口 花菜 他　　84 

滋賀県立総合病院がん登録担当活動報告「滋賀県がん登録推進部会活動報告」 柳 香里 他　　85 

がん診療運営委員会による院内研修会 がん登録室の活動報告 清水 由里恵 他　　86 

佐賀県がん登録研修会とがん医療従事者 e ラーニング 2023 年度の実施報告 佐々木 和美 他　　87 

大阪府三島医療圏におけるがん登録部会の活動について（第 3 報） 岡元 かおり 他　　88 

院内がん登録システム「Hos-CanRNext」から頭頸部悪性腫瘍全国登録（HNC プロジェクト）  

へのデータ提出方法についての検討 佐々木 和美 他　　89 

佐賀県内がん診療連携拠点病院院内がん登録データから見た頭頸部がん 佐々木 和美 他　　90 

院内がん登録実務者とがん相談支援センターの連携による施設別がん登録件数検索システムの  

活用について 等々力 佳奈　　91 

付録 

JACR 活動資料 

1. 日本のがん登録をめぐる足跡

2. JACR の状況(2025 年 2 月 1 日時点)

3. 表彰制度

4. 学術集会の開催履歴

5. 主な刊行物

6. JACR Monograph 投稿規程





第 1部 

論文集 

1



2



2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災（以下

「大震災」という。）では、診断の遅れに関していく

つか報告されている。Ozaki らは、症例報告で震災に

より受診の遅れが生じたことを報告した 1)。Miki ら

は、宮城県の子宮頸がん検診において、震災のあった

2011 年に多くの地域で著しい受診率の減少が見られ

たことを報告した 2)。 

しかし、大震災ががん登録情報にどのような影響

を与えたのかの報告はない。2016 年から全国がん登

録が開始されたが、大震災以前は、全国がん登録の開

始前であり、地域を対象としたがん登録を実施して

いる自治体が限られていたこともその一因と考えら

れる。 

震災により、地域を対象とするがん登録情報にど

のような影響があったのか記述疫学的に明らかにす

第 1 部 論文集 

原著 

東日本大震災の宮城県がん登録情報への影響 

金村 政輝 

宮城県立がんセンター研究所がん疫学・予防研究部 

要 旨 

【目的】2011 年の東日本大震災では、受診までの遅延、子宮頸がん検診での受診率の減少が確認

されたが、がん登録情報に与えた影響についての報告はない。震災によるがん登録情報への影響を明

らかにするため検討を行った。 

【方法】2005 年から 2017 年までの宮城県のがん登録データを用いて集計を行った。 

【結果】登録件数は震災翌年の 2012 年に増加し、その後減少した。沿岸部と内陸部で違いは見られ

なかった。進展度別の集計では 2011 年に不明が増加した。治療方法別では 2011 年にすべての治

療で不明の割合が増加した。死亡情報のみで登録された割合は 2011 年に減少し、2012 年～

2013 年に増加した。顕微鏡的検査及び組織学的検査によって診断された症例の割合は 2011 年に

減少した。 

【結論】対象期間にデータ移行等があったものの、震災により、登録内容の低下、精度指標の悪化が

生じたことが確認された。 
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ることは、今後、同様の被害があった際の参考になる

と考えられる。 

２．方法 

国際がん研究機関と国際がん登録協議会が共同で

刊行する国際的ながん罹患統計書「５大陸のがん罹

患」は、精度基準を満たしたデータのみが採用される。

宮城県は 1966年の第 1版から 2023年の第 12版まで

連続して採用されている。そこで、宮城県のがん登録

データを用いて、大震災が発生した 2011 年の前後 6

年間を含む 2005年から 2017年までを対象に、性別、

患者住所コード、がんの局在コード（国際疾病分類・

腫瘍学第 3 版（ICD-O-3）の局在コード）、がんの形態

コード、がんの性状コード、診断名、組織診断名、疾

病及び関連保健問題の国際統計分類第 10 回修正

（ICD-10）コード、診断根拠、診断日、進展度（総合）、

治療の有無（外科的治療、鏡視下治療、内視鏡的治療、

放射線治療、化学療法、内分泌療法及びその他の治

療）、死亡情報のみで登録された症例（DCO: Death 

Certificate Only）の区分など 36項目の提供を受け、

集計を行った。 

（1）登録件数

診断年ごとの登録件数及び DCO 割合を算出し、集

計を行った。さらに、津波による影響の違いを検討す

るため、診断時点の住所地について、太平洋に面した

沿岸部（気仙沼市、南三陸町、石巻市、女川町、東松

島市、松島町、利府町、塩竈市、七ヶ浜町、多賀城市、

名取市、岩沼市、亘理町、山元町、仙台市宮城野区、

仙台市若林区の 14 市町 2 区）と内陸部（栗原市、登

米市、大崎市、加美町、色麻町、涌谷町、美里町、大

和町、大衡村、大郷町、富谷市、川崎町、蔵王町、村

田町、柴田町、大河原町、七ヶ宿町、白石市、角田市、

丸森町、仙台市泉区、仙台市若林区、仙台市太白区の

20 市町村 3 区）に分けて集計を行った。 

（2）登録内容

DCO を除いた症例を用いて、進展度別に集計した。

進展度は、進展度（総合）を用い、上皮内、限局、領

域（領域リンパ節転移及び隣接臓器浸潤を併せたも

の）、遠隔（遠隔転移）、不明に分類した。さらに、が

ん検診の対象臓器である胃（ICD-10 コードが C16）、

大腸（C18-20、D010-012）、肺（C33-34、D021-022）、

乳房（C50、D05）、子宮（C53-55、D06）の 5 部位と全

部位（C00-96,D00-09）からこれらを除いたその他に

分けて集計を行った。また、各治療について、他の治

療が行われていたかどうかは考慮せず、自施設での

治療実施が不明の症例の割合を集計した。 

（3）精度指標

DCO 割合、さらに、DCO 症例を除外して顕微鏡的検

査によって診断された症例 (MV: Microscopically 

verified)の割合及び組織学的検査によって診断さ

れた症例（HV: Histologically verified）の割合を

診断年ごとに集計した。 

集計は Tableau（Salesforce 社）、Excel（Microsoft

社）及び STATA16（Stata Corp 社）を用いた。 

研究の実施に当たっては、宮城県立がんセンター

倫理審査委員会の承認を得て実施した（2020 年 5 月

22 日承認。研究課題番号 2020-009）。がん登録情報

は、がん登録推進法第 21 条第 9 項の規定に従い、宮

城県知事に対して申請を行い、宮城県がん登録情報

利用等審査部会の承認を受け、提供を受けた。 
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（1）登録件数

登録件数は、大震災のあった 2011 年に減少はしてい

なかったものの、2012 年に増加し、その後、減少し

ていた（図 1）。 

DCO 割合は、2011 年に減少し、2012 年及び 2013 年

に一過性に増加していた。沿岸部と内陸部に分けて

集計した結果、沿岸部か内陸部かで違いは見られな

かった（図 2）。 

3．結果 

＊DCO: Death Certificate Only（死亡情報のみで登録された症例）

図１　診断年別登録件数及びDCO割合
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図 1 診断年別登録件数及び DCO割合 

＊DCO: Death Certificate Only（死亡情報のみで登録された症例）

＊DCO: Death Certificate Only（死亡情報のみで登録された症例）

＊沿岸部は、太平洋に面した気仙沼市、南三陸町、石巻市、女川町、東松島市、松島町、利府町、塩竈市、七ヶ浜町、多賀城市、名

取市、岩沼市、亘理町、山元町、仙台市宮城野区、仙台市若林区の14市町2区

＊内陸部は、太平洋に面していない栗原市、登米市、大崎市、加美町、色麻町、涌谷町、美里町、大和町、大衡村、大郷町、富谷

市、川崎町、蔵王町、村田町、柴田町、大河原町、七ヶ宿町、白石市、角田市、丸森町、仙台市泉区、仙台市若林区、仙台市太白区

の20市町村4区

図２　沿岸部と内陸部における診断年別登録件数及びDCO割合
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図 2 沿岸部と内陸部における診断年別登録件数及び DCO割合 
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（2）登録内容

 進展度別の集計結果を図 3 に示す。上皮内、

限局、領域、遠隔は、2011年に減少していたが、

不明だけは増加していた。しかし、翌年以降減少

した。2012 年以降、上皮内、限局、領域、遠隔

は増加していた。 

部位別に集計した結果を表 1及び図 4に示す。

いずれの部位でも、2011 年に不明が増加してい

た。一方で、大腸では、2011 年に限局と上皮内

が減少し、肺では、2011 年に上皮内・限局が減

少し、乳房では、2011 年に上皮内が減少してい

た。 

治療方法別に治療の実施が不明の症例の割合

の集計結果を表 2 に示す。2008 年以降、不明の

割合は大きく減少していた。2011 年、すべての

治療で不明の割合が一時的に増加したが、翌年

は減少した。 

（3）精度指標

 DCO割合は、2011年に減少し、2012年及び

2013年に一過性に増加していた（図 5）。一方、

MV 割合と HV 割合は 2011年にわずかに減少し

ており、推移に違いがあった。 

＊領域は領域リンパ節転移及び隣接臓器浸潤を併せたもの

＊遠隔は遠隔転移

図３　進展度別・診断年別登録件数
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図 3 進展度別・診断年別登録件数 

＊胃はICD-10コードがC16、大腸はC18-20、D010-012、肺はC33-34及びD021-022、乳房はC50及びD05、子宮はC53-55及びD06

＊その他は、全部位（C00-96,D00-09）から胃、大腸、肺、乳房及び子宮を除いたもの

図４　部位別・進展度別・診断年別登録件数
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＊DCO: Death Certificate Only（死亡情報のみで登録された症例）

＊MV: Microscopically verified（顕微鏡的検査によって診断された症例 ）

＊HV: Histologically verified（組織学的検査によって診断された症例）

図５　精度指標の推移
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図 5 精度指標の推移 

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

限局 1,165 1,288 1,431 1,367 1,474 1,517 1,589 1,783 1,724 1,664 1,699 1,760 1,828

領域 419 433 431 370 387 384 376 432 416 408 420 406 384

遠隔転移 326 328 350 350 353 366 352 391 355 373 347 357 375

不明 231 218 158 218 177 199 370 197 222 172 142 158 161

上皮内 515 587 503 479 591 695 479 756 739 796 775 770 800

限局 863 911 954 968 935 977 871 1,110 1,160 1,120 1,177 1,403 1,346

領域 632 576 589 605 595 629 607 639 662 683 709 777 750

遠隔転移 301 330 385 329 403 401 405 405 395 412 434 482 480

不明 221 237 175 208 194 192 691 299 204 240 160 200 196

上皮内・限局 356 394 455 456 495 560 478 521 581 646 706 716 792

領域 350 389 431 444 442 464 392 352 304 365 371 384 385

遠隔転移 413 431 542 543 565 590 612 693 690 733 738 813 847

不明 302 261 174 161 185 157 253 201 186 190 113 223 190

上皮内 154 175 165 175 197 228 174 243 216 227 209 256 267

限局 611 616 739 671 668 735 723 813 808 802 917 1,021 1,039

領域 336 312 329 330 325 348 326 399 349 421 411 410 442

遠隔転移 50 53 60 53 53 64 51 79 89 95 91 98 92

不明 72 79 58 81 91 102 269 144 174 153 133 126 202

上皮内 150 141 137 157 226 264 275 274 325 323 351 421 387

限局 121 115 166 176 210 184 193 214 242 212 239 258 233

領域 76 61 92 107 118 111 110 99 90 108 122 107 107

遠隔転移 23 22 27 22 32 36 34 50 28 41 44 42 49

不明 60 54 20 22 16 32 102 94 69 55 47 36 36

上皮内 235 222 263 289 357 398 368 451 485 462 488 572 513

限局 1,394 1,599 2,033 2,142 2,176 2,468 2,331 2,710 2,692 2,651 2,881 3,383 3,357

領域 1,198 1,240 1,336 1,319 1,408 1,479 1,477 1,545 1,607 1,598 1,655 1,860 1,946

遠隔転移 706 762 890 901 980 1,002 928 975 996 1,028 1,106 1,200 1,272

不明 1,832 1,725 1,124 968 1,063 912 1,491 1,323 1,154 1,039 985 889 962

その他

＊胃はICD-10コードがC16、大腸はC18-20、D010-012、肺はC33-34及びD021-022、乳房はC50及びD05、子宮はC53-55及びD06

＊その他は、全部位（C00-96,D00-09）から胃、大腸、肺、乳房及び子宮を除いたもの

表１　部位別・進展度別・診断年別登録件数

胃

大腸

肺

乳房

子宮

表 1 部位別・進展度別・診断年別登録件数 

(%)

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

外科的治療 3.0 4.5 1.7 3.5 3.3 3.7 12.7 9.7 9.4 8.6 7.9 8.2 9.2

鏡視下手術 97.1 96.3 92.0 18.6 3.8 4.1 13.0 9.8 9.4 8.6 7.9 8.2 9.2

内視鏡的治療 97.1 96.3 92.0 18.2 3.5 3.8 12.3 9.7 9.4 8.6 7.9 8.2 9.2

放射線療法 97.1 96.3 92.0 18.2 3.5 3.8 12.5 9.7 9.4 8.6 8.0 8.2 9.2

化学療法 97.1 96.2 91.9 18.2 3.5 3.8 12.5 9.7 9.4 8.6 8.0 8.2 9.2

内分泌療法 97.1 96.3 92.0 18.2 3.5 3.8 12.6 9.7 9.4 8.7 8.0 8.3 9.2

表２　治療方法別・診断年別不明の割合

＊2005年~2007年は「手術」のみを必須の登録対象とし、それ以外の治療は可能であれば収集していた。

＊2005年～2007年の外科的治療には鏡視下治療が含まれている可能性がある。

＊2008年以降、外科的治療、鏡視下治療、内視鏡的治療、放射線療法、化学療法、内分泌療法を必須の対象とした。

表 2 治療方法別・診断年別不明の割合 
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4．考察 

登録件数は、大震災のあった 2011 年に減少はして

いなかったものの、2012 年に増加し、その後、2013

年、2014 年と減少していた（図 1）。沿岸部と内陸部

に分けて集計した結果でも同様の結果であったこと

から（図 2）、震災の影響は登録件数の減少を来すほ

ど大きなものではなく、津波被害のあった地域とそ

うではない地域では違いが見られなかった。医療機

関が被災しても比較的すみやかに別の医療機関で診

断されたためと考えられた。 

進展度別では、2011 年に不明だけ増加していた（図

3）。部位別でも、いずれの部位でも、2011 年に不明

が増加していた（表 1 及び図 4）。治療方法別では、

2008 年以降、不明の割合が大きく減少していた（表

2）。治療方法は、かつては手術のみを必須の登録対象

とし、それ以外は可能であれば収集していたが、2008

年から現在の外科的治療、鏡視下治療、内視鏡的治療、

内視鏡治療、放射線療法、化学療法、内分泌療法を必

須の登録対象としたためと考えられた。2011 年にす

べての治療で不明の割合が一時的に増加したが、翌

年以降は減少した。2011 年に進展度と治療方法で不

明が増えた原因としては、震災の直接的な影響によ

り診療の記録の一部が失われた可能性、震災後の報

告や情報の収集が適切に行われなかった可能性が考

えられた。今後、震災のがん登録情報への影響を最小

限に抑えるような対策、例えば、安全性の担保された

クラウドサーバを利用したデータのバックアップな

どを事前に検討するとともに、震災時には、被災地の

医療機関への出張採録など早急に対策を講じること

が必要と考えられた。 

大腸、肺及び乳房では、2011 年に限局や上皮内が

減少していた（図 4）。宮城県のがん検診の受診数を

見ると、いずれの部位も 2011 年に減少していたこと

から 3)、震災によりがんの早期発見に遅れが出た可

能性が考えられた。 

精度指標については、MV 割合と HV 割合は 2011 年

にわずかに減少していた（図 5）。しかし、DCO 割合は

2011 年には減少し、2012 年及び 2013 年に一過性に

増加しており、挙動しては一致せず、奇異な印象を与

えるものであった。宮城県では、2016 年の全国がん

登録の開始に際して、それまで収集してきた地域が

ん登録データの移行作業を行った。2011 年以前のデ

ータを固定データ、2012 年以降のデータをアクティ

ブデータとして移行した。その結果、2012 年以降に

判明したがん情報のうち 2011年以前のがん情報と同

一のがん情報については、名寄せが出来ないため、

2012 年以降で重複計上されている。さらに、宮城県

では、システム上の都合により、2012 年～2013 年の

遡り調査の実施が遅れ、提供を受けたデータには反

映されていない。今回確認された DCO 割合の 2012 年

及び 2013 年の増加は、遡り調査の結果が反映されて

いない影響を受けている可能性が高い。しかし、MV 割

合と HV 割合は、DCO 症例を除く集計であり、震災に

より精度指標が低下したと考えられた。 

 本研究の長所としては、2 点あり、1 点目は、震災

によるがん登録への影響について記述疫学的に明ら

かにしたこと、2 点目は、精度の高い宮城県のがん登

録情報を用いた結果であることが挙げられる。 

 一方、本研究の限界としては、３点ある。1 点目は、

2011 年までを固定データとして全国がん登録システ

ムに移行したため、2012 年以降で重複計上の可能性

があること、2 点目は、2012～2013 年の遡り調査の

結果が反映されていないため、DCO 割合はその影響を

強く受けている可能性があること、3 点目は、今回

の結果は、宮城県だけのデータであり、一般化が

困難であることが挙げられる。 

5．結論 

宮城県のがん登録データを用いて、震災の影響を

検討したところ、登録内容の低下、精度指標の悪化が

確認された。また、遡り調査が未実施の場合には、DCO
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割合が影響を受けるため、精度指標としては、MV 割

合と HV 割合が有用であることが確認された。震災前

後のデータを比較する際には、データ移行やシステ

ム変更など震災以外の要因についても十分注意を払

い、評価することが必要である。 
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第 1部 論文集 

原著 

島根県における初診病院等までの距離と 

がんの進展度の関係 
松本伸哉 1 中林愛恵 2 谷口かおり 1 田村太朗 3 田村研治 4 名越究 1

島根大学医学部環境保健医学講座 1

島根大学医学部医療サービス課がん登録室２

高知大学医学部環境医学３

島根大学医学部附属病院先端がん治療センター４

要 旨 

【目的】がん診療においては早期発見が重要であるが、医療アクセスが不良な地域では発見が遅れる

懸念がある。がんの診療が可能な医療機関はがん診療連携拠点病院等を中心としており、比較的人

口が集中した地域に立地している。患者の住所地と初診病院及び指定診療所（以下病院等）まで

の距離と、がんの進展度の間に関係があるかを分析した。 

【方法】島根県（隠岐を除く）に住所があり、2016 年～2019 年に診断を受けて全国がん登録に登

録された患者のうち、初診病院等が中国地方の医療機関である者を対象とした。部位は胃がん、大腸

がん、肺がん、乳がん、子宮頸がん、前立腺がんとした。診断時住所と初診病院等との間の距離を説

明変数とし、進展度を目的変数として線形回帰分析を行った。また、年齢を媒介とした交絡が考えられ

るので、年齢を説明変数とし、進展度と距離を目的変数とした線形回帰分析を併せて行った。それぞれ

の説明変数のｔ統計量で比較を行った。 

【結果】胃がん、大腸がん、肺がんは、距離と進展度の間で負の関係がみられた。子宮頸がんは正の関

係がみられた。乳がんと前立腺がんは関係がみられなかった。年齢を説明変数にし、距離を目的変数と

して線形回帰分析を行うと、胃がん、大腸がん、肺がん、前立腺がんは、負の関係がみられたが、乳が

んと子宮頸がんは関係がみられなかった。年齢を説明変数にして進展度を目的変数にすると、胃がん、

大腸がん、肺がん、子宮頸がん、前立腺がんは正の関係がみられた。 

【結論】距離と進展度の関係は、当初の懸念とは逆に、3 部位のがん（胃、大腸、肺）では距離が遠

い患者ほど進展度が低かった。一方、比較的若年で発症する子宮頸がんでは、距離と進展度が正の

関係となった。島根県では自動車が主な移動手段であり、3 部位のがんの好発年齢において免許返

納などの影響が考えられた。子宮頸がんの好発年齢では、女性が育児・仕事と多忙な時期に相当す

る。医療アクセスには個人の状況が大きく影響する可能性が示された。 
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島根県は 7つの医療圏域を有する山陰地方の県で、

200 ㎞以上に及ぶ海岸線を有する細長い地形、離島の

隠岐地方を有するという地理的特徴がある。約 65 万

人（2023 年現在）の人口は東部に偏在しており、松

江圏域と出雲圏域に全体の 6割以上が集中している。

大規模な医療機関もほとんどが東部にあり、がん診

療連携拠点病院についても計 5 つのうち、西側には

浜田医療センターが存在するのみである（2024 年 4

月時点）１）。図１に島根県の地理的状況と島根県内の

がん診療ネットワークについて示す。 

島根県におけるがんによる死亡は 75歳未満の年齢

調整死亡率では長期的には減少傾向にあるものの、

死亡者数は１年間に約 2,500人程度で推移しており、

死亡原因の第１位となっている 2)。島根県では 2008

年からがん対策推進基本計画を推進しており、2024

年４月から第４期計画に移行し、引き続き予防、早期

発見、治療、療養生活の支援と多岐にわたる対策を実

施している 1)。 

がんを効果的に治療するためには、早期に発見し

適切な医療機関を受診することが重要である。一般

に医療アクセスの悪い地域では、がんが診断された

時点での進展度や予後が悪いのではないかと仮説が

立てられ、それを示唆する先行研究も見られる 3,4)一

方で、日本では距離別の診断時病期では地域間に差

は見られなかったという青森県の報告も存在する 4)。

島根県では県東部への医療機関の偏在や中山間地域

や離島の交通事情という、医療アクセスの点で課題

があり、全県での検診体制の整備や診療ネットワー

クの構築を図るなどして対応しているが、これまで  

医療アクセスの優劣によるがん治療の効果について

の研究は実施されてこなかった。 

そこで、本研究では島根県（隠岐を除く）の住民の

医療アクセスとがん発見時における進展度の関係に

ついて、住所地と診断医療機関の距離と診断時の進

展度を分析することによって考察することとした。

医療アクセスとがん発見時における進展度の関係が

明らかになれば、がんの治療の効果に関しても研究

が可能になっていくものと考えられる。 

（1）対象患者・対象がん

全国がん登録に登録された患者のうち、2016 年か

ら 2019年までにがんと診断された患者で診断時に島

根県に居住していた患者を対象とした。隠岐居住者

は、島外の病院への移動に航空機や船舶を使用せね

ばならず、受療動向が本州居住者と異なるため、除外

した。遠方の医療機関で診断された場合には居住実

態が無い可能性を考慮し、初診医療機関等が中国地

方（島根、鳥取、広島、山口、岡山）に所在する患者

を対象とした。発見経緯は、「1：がん検診・健康診断・

人間ドックでの発見」（以降、検診と略記）、「3：他疾

患の経過観察中の偶然発見」（以降：他疾患と略記）、

「8：その他（自覚症状による受診を含む）」（以降：

その他と略記）とした。がんの種類としては、厚労省

が指針で検診を勧める 5 つのがん（胃がん、肺がん、

乳がん、大腸がん、子宮頸がん）及び患者数の多かっ

た前立腺がんを対象とした。各部位の ICD10 の範囲

１．はじめに 

2. 方法

図 1 島根県内のがん診療ネットワーク体制（出典：1） 
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は、胃がん（C16）、肺がん（C33-C34,D021-D022）、乳

がん（C50,D05）、大腸がん（C18-C20,D010-D012）、子

宮頸がん（C53,D06）、前立腺がん（C61）である。 

（2）解析方法

2.1 距離と進展度の関係 

距離と進展度の関係を明らかにするために、進展

度を目的変数、距離を説明変数として線形回帰分析

を行った。また、両性に発生するがんの場合には、性

差がある可能性を考慮し、性をフラグとし、２変量の

線形回帰分析を行った。発見経緯として、検診、他疾

患、その他のそれぞれで分析を行うとともに、発見経

緯を合わせた全体に対しても分析を実施した。距離

の係数に対するｔ統計量を評価した。 

2.2 年齢と距離・進展度の関係 

交絡の可能性が疑われるので、年齢を説明変数と

し距離を目的変数とした線形回帰分析と、年齢を説

明変数とし進展度を目的変数とする線形回帰を行っ

た。性差がある可能性を考慮し、性をフラグにして２

変量の線形回帰分析を行った。これも、発見経緯別と

全体で、それぞれ回帰分析を実施した。年齢の係数に

対するｔ統計量を評価した。 

2.3 距離情報・進展度情報の取り扱い 

距離情報は、全国がん登録情報に入力されている

「診断時住所」と「初診病院等住所」の間の距離を G

oogle Maps API の距離測定機能を用いて計算した(2

023 年 10 月実施)。移動方法は自動車とした。また、

医療機関はなるべく近くを選択すると仮定すると、

初診病院等までの距離の分布は右にすそ野が長い分

布、すなわち、歪度が正で大きな値となる。このよう

な分布では外れ値（遠距離にいる少数の患者の結果）

が全体の結果に影響を与えてしまう可能性があるの

で、その影響を小さくするために、距離を 0.25 乗（四

乗根）で変換し、歪度が絶対値 0.5 以下になるよう

にした。 

距離から、進展度を推定する式を、線形回帰を用い

て作成した。ここでは「進展度・術後病理学的」を優

先し、それがない場合に「進展度・治療前」を採用し

た「進展度・総合」を用いた。進展度はコードとして

データ入力されている 5)。コード値は、本来順序尺度

データであるが、コード値が多くなるほど進展度が

進むことを表現していることから、本研究で線形回

帰を行う際は間隔尺度データとみなして解析を行う

こととした。すなわち、「400（上皮内）」から「440（遠

隔転移）」までのコード値をそのまま数値データとみ

なして用いた。 

2.4 倫理的配慮 

本研究の実施に当たり、島根大学医学部医学研究

倫理委員会の承認を得た（20230525-2）。また、島根

県がん登録情報の利用については島根県がん登録審

査委員会の承認を得た。 

3．結果 

（1）部位別、診断時の患者年齢

部位別の診断時の患者の年齢の平均値と標準偏差

を表１に示す。子宮頸がんは平均年齢が 45 歳で、他

のがんに比較してかなり若かった。 

（2）部位別、進展度の分布

部位別の進展度（総合）の分布を表 2 に示す。子宮

頸がんが上皮内（400）での発見が非常に多かった。

肺がんが遠隔転移（440）での発見が多かった。 

（3）距離と進展度の関係

進展度を目的変数とし、距離と性を説明変数とし

た線形回帰分析を、発見経緯別（検診、他疾患、その

他）と全体（検診、他疾患、その他の合算）で実施し

た。距離の項に対するｔ統計量を表 3 に示す。子宮

頸がんはｔ統計量が正で距離が遠いほど進展してい

た。胃がん、大腸がん、肺がんはｔ統計量が負となり、

距離が遠いほど進展していなかった。乳がん、前立腺

がんはｔ統計量が 1.96 以下で、関係が弱いとの結果

であった。 

（4）年齢と距離、進展度の関係

交絡の可能性があるため、年齢を説明変数として

距離を目的変数とした場合、進展度を目的変数とし

た場合の線形回帰分析を行った。それぞれの回帰式
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における、年齢のｔ統計量を表４に示す。距離を目的

変数とした推定式では、発見経緯が全体の場合では、

胃がん、大腸がん、肺がん、前立腺がんのｔ統計量が

負で絶対値２を超えていた。進展度を目的変数とし

た推計式では、すべてのがんでｔ統計量が正であっ

た。 

発見
経緯

胃がん
（C16）

大腸がん
（C18-C20,

D010-D012）

肺がん
（C33-C34,

D021-D022）

乳がん
（C50,D05）

子宮頸がん
（C53,
D06）

前立腺がん
(C61)

全体 -5.004 -2.085 -5.255 0.573 2.019 -1.408

検診 -1.139 1.702 -0.56 1.075 2.609 0.577

他疾患 -3.952 -0.121 -2.796 -1.179 0.145 -0.402

その他 -1.319 -2.543 -2.865 1.017 0.682 -1.419

表3　距離から進展度を推定する式の距離のｔ統計量

対象人数 平均年齢 最小年齢 最大年齢 標準偏差

胃がん（C16） 3,527 74.3 29 104 10.8

大腸がん（C18-C20,D010-D012） 4,655 72.4 15 104 11.9

肺がん（C33-C34,D021-D022） 2,972 74.3 13 103 10.4

乳がん（C50,D05） 1,947 63.9 23 101 15.2

子宮頸がん（C53,D06） 650 45.2 20 100 15.1

前立腺がん（C61） 1,952 74.3 44 96 8.1

表1　部位別(ICD10による分類)の診断時年齢の分布

発見経緯 胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮がん 前立腺がん

全体 -3.877 -4.392 -2.42 -1.788 1.165 -2.028

検診 -1.141 1.258 1.314 1.061 -0.082 -0.702

他疾患 -2.457 -4.478 -2.582 -1.216 1.998 -2.325

その他 -2.035 -3.306 -1.15 -1.896 -0.315 0.86

全体 3.465 6.952 3.922 1.809 15.59 5.474

検診 0.919 1.426 -0.171 1.158 5.859 0.519

他疾患 2.402 4.634 5.633 1.902 7.713 4.645

その他 -2.204 0.223 -1.644 -0.493 5.767 -1.257

目的変数：距離
説明変数：年齢

目的変数：進展度
説明変数：年齢

表4　推計式の年齢のｔ統計量

表2　部位別、進展度の分布

上皮内
（400）

限局
（410）

領域リンパ
節転移
（420）

隣接臓器浸
潤

（430）

遠隔転移
(440)

合計

胃がん
(C16)

対象外
2,307
65.40%

298
8.40%

279
7.90%

643
18.20%

3,527
100.0%

大腸がん
(C18-C20, D010-D012）

1,225
26.30%

1,569
33.70%

600
12.90%

560
12.00%

701
15.10%

4,655
100.0%

肺がん
(C33-C34, D021-D022）

102
3.40%

1,216
40.90%

273
9.20%

279
9.40%

1,102
37.10%

2,972
100.0%

乳がん
(C50,D05）

266
13.70%

1,076
55.30%

391
20.10%

105
5.40%

109
5.60%

1,947
100.0%

子宮頸がん
(C53,D06）

481
74.00%

75
11.50%

4
0.60%

63
9.70%

27
4.20%

650
100.0%

前立腺がん
(C61）

対象外
1146

58.70%
18

0.90%
496

25.40%
292

15.00%
1952

100.0%
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4．考察 

6 部位のがんを対象に、患者住所から初診病院等ま

での距離と診断時の進展度の関係を評価した。今ま

で、距離と進展度に関する報告では、距離が遠いと医

療までのアクセスが悪く、発見時に進展していると

いう報告 6-9)と、関係がないという報告 4,10,11)があっ

た。本研究では、胃がん、肺がん、大腸がんにおいて

は、距離が遠いほど進展していないという結果とな

った。一方で子宮頸がんは他のがんと異なり、距離が

遠いほど進展が見られた。乳がん、前立腺がんは、関

係がみられなかった。 

部位別にこのような差がみられる原因について、

子宮頸がんは他のがんとは診断時の年齢が異なり、

若い年齢でがんと診断されることから交絡の関与を

考え、年齢を説明変数として、距離を目的変数とした

場合と進展度を目的変数とした場合の線形回帰分析

を行ったところ、距離を目的変数とした場合には、距

離から進展度を推定する式を作成した場合と似たよ

うな正負の関係となった。したがって、診断時の年齢

によって、距離が影響を受けている可能性が疑われ

た。年齢と距離の間に 60 歳代で最も高くなるような

上に凸な形状を仮定すれば、年齢を媒介とする交絡

として説明可能である。乳がんは平均年齢が 60 歳代

であり、前立腺がんは年齢の標準偏差が小さかった

ことから、年齢の影響が大きく出なかったことが考

えられる。 

都道府県別の自家用車通勤・通学率を見てみると

島根県は全国７位であり 12)、自動車が最も重要な移

動手段となっている。このため、通院にも公共交通機

関ではなく自動車が用いられることが多いと考えら

れる。自動車での遠方にある大規模な総合病院への

定期的通院が日常的に行われていることが、他疾患

経過観察中のがん診断が多い理由かもしれない。公

共交通機関が貧弱な地域では高齢になっても自動車

を手放すことは難しい状況ではあるが、年齢が上が

ると体力や認知機能の衰えなどから運転が困難にな

り、家族による送迎などが必要となり、医療へのアク

セスが悪くなることが想定される。このため一定の

年齢までは距離において負の関係が現れるが、より

高齢になると正の関係に転じてくることが考えられ

る。 

子宮頸がんの診断時の平均年齢は 40 歳代と若く、

一見自在に遠くの医療機関まで自動車で移動が出来

そうあるが、実際には診断される医療機関は自宅か

ら近い（医療機関との距離が遠いほど進展している）

傾向がある。子宮頸がんは検診による発見が多く、診

断時の進展度は上皮内が圧倒的に多い。仕事や家事

で多忙な女性にとっては、身近な医療機関で受診で

きることが重要なのかもしれない。 

先行研究において、距離の計算方法として、2 点間

の最短距離（ユークリッド距離）を求めた研究 4,13)と

道路上の移動距離（道のり）を求めた研究 8,10,11)があ

る。ユークリッド距離は出発地点と到着地点の緯度

と経度が分かれば計算可能である。これに対して、道

のりを求めるためには、道路網の情報を元に最短経

路を求める手法が必要である。また、利便性向上のた

め新しい道路が開通されることがあったり、災害等

により一時的に不通になったりすることもあり、診

断された日の道路状況を正確に反映させるのは困難

である。これに対して、ユークリッド距離では、山岳

地域、海、湖など、通行できない場所を迂回している

場合には、移動という観点では適切に反映できてい

るとはいいがたい。古い研究では道路網の情報を入

手が困難であるため、ユークリッド距離を採用して

いることが多い。本研究では、道のりを採用した。し

かし、研究時点での道路網情報を利用しているとい

う制限がある。 

島根県は、隠岐を除き本州に位置しており、鳥取県、

広島県、山口県に接している。県境近くに居住してい

る場合には、他県で受診することも珍しくない。例え

ば、松江（2 次）医療圏域は、県庁所在地である松江

市と安来市によって構成されているが、安来市は人

口規模が松江市の 5 分の 1 と小さく、県境を挟んだ

東側に鳥取県の第二の市である米子市が隣接してお
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り、頻繁に越境受診が行われている。米子市には鳥取

大学医学部附属病院が県境から数キロメートルの場

所に所在することもあり、県全体から見ても鳥取県

で受診する人が 5％程度存在する。また、山口県に接

している県西部の益田圏域でも越境受診が多く、山

口県で受診する人も県全体の 1％程度存在する。中国

山地で広島県に接しているエリアも同様で、広島県

で受診する人が 2％程度存在する。地域がん登録では

県内で診断された情報を収集していることから、患

者住所と初診病院等と関係を完全に把握することは

難しいが、今回の研究では全国がん登録の情報を用

いているため、初診病院等が県外で遠くにあっても

正確な距離の把握ができ、偏りが発生しなかった可

能性があるのではないかと考えられる。 

患者住所から初診病院等までの距離を医療アクセ

スの優劣の指標として、がんの発見時の進展度への

影響があるかを検証しようとしたが、胃がん、大腸が

ん、肺がんにおいて、近い方が進展しているという結

果となり、単純に距離では説明できないことが分か 

った。年齢を媒介とする交絡が発生している可能性

が考えられ、医療アクセスについて個人の状況（年齢

など）に依存していることが示唆された。影響を及ぼ

している具体的な項目については、さらに分析が必

要である。 
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第 1部 論文集 

原著 

大阪府がん登録から見た乳がんに対する 

集学的治療における医療機関連携 
石田理恵 森島敏隆 原加奈子 花原聡 田家宗博 桒原佳宏 中田佳世 宮代勲 

大阪国際がんセンター がん対策センター 

要 旨 

【目的】大阪府民に対するがん治療における医療機関連携の現状を示す目的で、観血的治療、薬物

治療、放射線治療のすべて（以下、集学的治療）を実施した乳がんの初回治療に着目し、各治療を

実施した医療機関について調べた。 

【方法】がん登録推進法に則り入手した大阪府がん登録情報 2018 年罹患（上皮内がんを含む）よ

り ICD-O-3 に基づき抽出した乳がんのうち、初回治療として集学的治療を実施した者を対象とした。

観血的、薬物、放射線の各治療を実施した医療機関を決定し、3種の治療の実施医療機関は単一か

複数か、複数の場合は異なる医療機関で実施した治療は何か、また、治療実施医療機関の組合せを

医療機関種別に集計した。種別は、大阪府内はがん診療拠点病院・一般病院・診療所、大阪府外は

近畿・近畿以外とした。 

【結果】対象 2,007 件について、単一医療機関での実施が 87.4%（1,755 件）、複数医療機関

での実施が 12.6%（252 件）であった。複数医療機関の場合、観血的治療および薬物治療が同

じで放射線治療のみ異なる医療機関で実施の割合が 90.5%（228 件）を占めた。このうち、観血

的治療および薬物治療を府指定病院で実施した37.3％（85件）は、放射線治療は国指定病院で

58.8%（50件）、他の府指定病院で30.6%（26件）実施していた。観血的治療および薬物治

療を一般病院で実施した 35.1%（80 件）は、放射線治療は府指定病院で 48.8%（39 件）、

国指定病院で 36.3%（29 件）実施していた。 

【結論】大阪府の乳がんの集学的治療について、単一医療機関での実施が多い現状が明らかとなっ

た。複数医療機関で連携して実施する場合、放射線治療のみ異なる医療機関で実施するケースが多

く、観血的治療および薬物治療を府指定病院および一般病院において実施し、放射線治療は国指定

病院および府指定病院において実施することが多かった。 
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厚生労働省は、全国どこでも質の高いがん医療を

提供することができるよう、全国にがん診療連携拠

点病院を指定している 1）。また、大阪府においても同

様に、がん診療拠点病院を指定し、相互に連携して、

がん治療水準の向上に努めるとともに、緩和ケアの

充実、在宅医療の支援、がん患者・家族等に対する相

談支援、がんに関する各種情報の収集・提供等の機能

を備え、地域におけるがん医療の充実に努めている

2）。厚生労働省によるがん診療連携拠点病院等および

大阪府によるがん診療拠点病院の指定要件 3）4）には、

「地域連携の推進体制」の項目があり、がん患者の紹

介、逆紹介に積極的に取り組むとともに、国の指定要

件では「当該がん医療圏内のがん診療に関する情報

を集約し、当該がん医療圏内の医療機関やがん患者

等に対し、情報提供を行うこと。」、府の指定要件では

「国がん拠点病院が行う医療圏内のがん診療に関す

る情報集約及び情報提供等に協力すること。」とされ

ている。 

全国がん登録情報は、がん治療における医療機関

の連携を見ることに適しているデータである。がん

登録における初回治療は、当該腫瘍の縮小・切除を意

図したがん組織に対する治療のうち、当該腫瘍に関

する最初の診断に引き続き行われた、腫瘍に対する

治療と定義される。患者の居住地の近隣医療機関で

対応できない治療があった場合、医療機関の連携が

あれば円滑に治療に繋がると考えられる。がん治療

を複数の医療機関で連携して実施、あるいは 1 ヶ所

の医療機関で実施することのいずれか一方が推奨さ

れるわけではなく、患者や医療機関の状況により治

療を実施する医療機関は決定されるものであるが、

大阪府では他府県と比べがん診療拠点病院として指

定されている医療機関数が多く、連携してがん医療

を実施することが期待されていることから、医療機

関で連携して初回治療を実施していることが多いと

仮説を立てた。連携の実態がわからない現状があり、

今回、全国がん登録情報に基づく大阪府がん登録情

報を用い、実態を示すことを目的とした。府民が医療

機関を選択する際の一助となるのではないかと考え

る。 

全国がん登録情報では、初回治療のうち観血的治

療、薬物治療、放射線治療について、実施医療機関の

把握が可能である。3 つの治療法すべて（以下、集学

的治療という。）を実施する場合に治療の連携はより

課題になると考えられることから、集学的治療を実

施することの多い乳がん患者に着目し、当該患者が

単一あるいは複数の医療機関のいずれで治療を実施

しているのか、また、複数の医療機関で実施している

のであれば、いずれの治療を異なる医療機関で実施

しているかを集計した。 

２．方法 

全国がん登録は、医療機関から届出される氏名、生

年月日、診断時住所などの患者の個人指標をもとに

同一人物を同定し、診断や治療の情報をもとに同一

腫瘍を集約し、最終的に全国で 1 腫瘍 1 登録に集約

されている。治療を実施した医療機関の情報を保持

していること、また、がん診療拠点病院のみならず、

すべての病院および各都道府県が指定する診療所の

情報についても把握可能であることから、全国がん

登録に基づく大阪府がん登録情報を利用した。大阪

府がん登録情報は、がん登録等の推進に関する法律 5）

の第 18 条に基づき申請を行い入手した。大阪府の上

皮内がんを含む 2018 年罹患より、国際疾病分類腫瘍

学第 3.1 版 ICD-O6)に基づき、乳がん（C50.0-C50.9）

を抽出し、集学的治療を実施している腫瘍を対象と

した。観血的治療は外科的手術、鏡視下手術の優先順、

薬物治療は化学療法、内分泌療法の優先順で、優先度

の高い情報が複数ある場合は診断日が最古の情報を

１．はじめに 
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持つ医療機関とし、観血的、薬物、放射線の各治療を

実施した医療機関を決定した。各腫瘍に対し、この 3

種の治療を実施した医療機関は単一の医療機関であ

るのか、複数の医療機関であるのか、複数の医療機関

で実施している場合は、どの治療を異なる医療機関

で実施しているのか、また、治療を実施した医療機関

の組合せを医療機関種別に集計した。 

医療機関については、大阪府内医療機関と大阪府

外医療機関に分けた。大阪府内は、国が指定する都道

府県がん診療連携拠点病院と地域がん診療連携拠点

病院（以下、国指定病院）18 施設、大阪府が指定す

る大阪府がん診療拠点病院（以下、府指定病院）49 施

設（国指定病院および府指定病院のいずれも 2023 年

4 月時点の指定状況に基づく）、国指定病院および府

指定病院以外の一般病院（以下、一般病院）、大阪府

が指定する指定診療所（以下、指定診療所）の 4 種

に、大阪府外は、近畿（滋賀県、京都府、兵庫県、奈

良県、和歌山県）の医療機関、近畿以外の都道府県の

医療機関の 2 種に分類した。 

3．結果 

 大阪府の上皮内がんを含む 2018 年罹患は 83,007

件であり、乳がんを抽出すると 7,761 件であった。

乳がん罹患者における死亡情報のみの症例（DCO： 

Death certificate only）の割合は 0.8%であった。

年齢階級別で見ると、45-49 歳が 998 件と最も多く、

次いで 65-69 歳が 948 件、70-74 歳が 879 件であっ

た。進展度・総合別で見ると、割合の高い順に限局が

52.4%、領域リンパ節転移が 18.4%、上皮内が 12.0%、

不明が 8.0%、遠隔転移が 5.6%、隣接臓器浸潤が 3.5%

であった。観血的治療、薬物治療、放射線治療が実施

された状況を示す（表 1）。最も多いのは観血的治療

および薬物治療の組み合わせであり 35.6%（2,764件）、

次いで観血的治療および薬物治療および放射線治療

の組み合わせで 25.9%（2,007 件）、次いで観血的治

療のみ 14.5%（1,125 件）、次いで初回治療なし 9.5%

（739 件）であった。 

集学的治療を実施している乳がん 2,007 件につい

て、単一医療機関で実施している割合が 87.4%（1,755

件）、複数医療機関で実施している割合が 12.6%（252

件）であった（図 1）。単一の実施医療機関の割合は、

がん診療拠点病院 75.9％【国指定病院 45.4%（912 件）、

府指定病院 30.5%（612 件）】、指定診療所（1 施設）

9.1%（183 件）の順に高かった。 

次に、複数医療機関で実施している 252 件につい

て、図 2 に集学的治療のうち、異なる医療機関で実

施している治療の種類を示す。観血的治療および薬

物治療が同じ医療機関で放射線治療のみ異なる医療

機関の割合が 90.5%（228件）と多くを占めた。 

 集学的治療のうち、観血的治療および薬物治療が

同じ医療機関で放射線治療のみ異なる医療機関で実

施している 228 件について、図 3 に治療を実施した

医療機関の組み合わせを示す。観血的治療および薬

図 1 集学的治療の実施医療機関 

初回治療 件数 割合

観血的治療＋薬物治療 2,764 35.6%

観血的治療＋薬物治療＋放射線治療 2,007 25.9%

観血的治療のみ 1,125 14.5%

初回治療なし 739 9.5%

薬物治療のみ 575 7.4%

観血的治療＋放射線治療 473 6.1%

薬物治療＋放射線治療 41 0.5%

放射線治療のみ 37 0.5%

合計 7,761 100.0%

表1.乳がんに対する初回治療の実施内訳

表 1 乳がんに対する初回治療の実施内訳 

0.9%

0.1%

単一医療機関

87.4%

国指定病院

45.4%

府指定病院

30.5%

一般病院 1.3%

近畿の医療機関
指定診療所 9.1%

近畿以外の都道府県の

医療機関

複数医療機関
12.6%

n＝2,007

252件
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物治療を実施した医療機関の割合は、国指定病院が

17.1%（39 件）、府指定病院が 37.3％（85 件）、一般

病院が 35.1%（80 件）であった。方法で定義した医療

機関ごとに、観血的治療および薬物治療を実施した

件数を分母として、放射線治療を実施した医療機関

の割合を算出した。国指定病院で観血的治療および

薬物治療を実施した 39 件について、放射線治療を実

施した医療機関は、割合の高い方から順に、府指定病

院が 38.5%（15 件）、国指定病院が 35.9%（14 件）、

一般病院が 23.1%（9 件）であった。府指定病院で観

血的治療および薬物治療を実施した 85 件について、

放射線治療を実施した医療機関は割合の高い方から

順に、国指定病院が 58.8%（50 件）、府指定病院が

30.6%（26 件）であった。一般病院で観血的治療およ

び薬物治療を実施した 80 件について、放射線治療を

実施した医療機関は割合の高い方から順に、府指定

病院が 48.8%（39 件）、国指定病院が 36.3%（29 件）、

一般病院が 15.0%（12 件）であった。 

4．考察 

診断から治療の情報が 1 腫瘍 1 登録に集約される

全国がん登録に基づく都道府県がん登録情報を利用

することで、観血的治療、薬物治療、放射線治療に関

する医療機関の連携を見ることが可能となる。大阪

府における乳がんの集学的治療は、複数医療機関で

実施するよりも、単一医療機関で実施することが多

く、大阪府内のいずれか 1 ヶ所の国指定病院または

府指定病院が 8割近くを担っている現状が示された。

患者が治療を受ける医療機関を決定する際には、患

者の居住地、家族等のサポート体制の有無、地域医療

連携体制等を考慮し、候補の医療機関の中から最善

の医療機関が選定されると考えられる。仮説とは異

なり、1 ヶ所の医療機関での集学的治療の実施が多い

ことが明らかになったが、医療機関の連携が悪いこ

とを示すものではなく、大阪府にはがん診療拠点病

院を中心とした治療設備が整っている医療機関が多

いことで、1 ヶ所の医療機関で集学的治療が可能とな

り、患者の負担の軽減に繋がっている結果なのでは

ないかと思われる。 

複数医療機関で集学的治療を実施するケースのう

ちの多くが放射線治療のみ異なる医療機関で実施し

ていた。国が指定する地域がん診療連携拠点病院の

指定要件では、集学的治療等の提供体制及び標準的

治療等の提供について「我が国に多いがん（大腸がん、

肺がん、胃がん、乳がん、前立腺がん及び肝・胆・膵

のがんをいう。）を中心にその他各医療機関が専門と

するがんについて、手術、放射線治療及び薬物療法を

効果的に組み合わせた集学的治療、リハビリテーシ

ョン及び緩和ケアを提供する体制を有するとともに、

各学会の診療ガイドラインに準ずる標準的治療等が

ん患者の状態に応じた適切な治療を提供すること。

ただし、我が国に多いがんの中でも症例の集約化に

より治療成績の向上が期待されるもの等、当該施設

において集学的治療等を提供しない場合には、適切

な医療に確実につなげることができる体制を構築す

図 2 異なる医療機関で実施している治療の種類 

図 3 治療実施医療機関の組み合わせ 

5.2%

4.0% 0.4%

観血的治療のみ

異なる医療機関で実施

すべての治療を

異なる医療機関で実施

薬物治療のみ

異なる医療機関で実施

n＝252

放射線治療のみ

異なる医療機関で実施

90.5% 228件

17.1%

37.3%

35.1%

7.0%

3.1% 0.4%

n＝228

n＝85

n＝80

国指定

府指定

一般病院

指定診療所

近畿の医療機関 近畿以外の都道府県の医療機関

n＝39
n＝16

n＝7 n＝1

38.5%

35.9%

23.1%

2.6%

58.8%

30.6%
9.4%

1.2%

48.8%

36.3%

15.0%
国指定病院

府指定病院

一般病院

指定診療所

近畿の医療機関

近畿以外の都道府県の医療機関

医療機関を大阪府内4種、大阪府外2種に分類した（凡例参照）。

円グラフの外側には、観血的治療および薬物治療を実施した医療機関種別の割合を

凡例に記載の順で示した。

円グラフの内側には、放射線治療を実施した医療機関種別を割合の高い順に示した。

大阪府内

大阪府外
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ること。」とある。この要件に基づくと、国指定病院

では集学的治療について自施設で実施するケースが

多いと考えられるが、放射線治療のみ異なる医療機

関で実施する要因として、乳がんに対する放射線治

療は、1 日 1 回、週 5 回で約 4～6 週かけて照射する

のが一般的であり 7）、国指定病院において観血的治

療および薬物治療を実施するものの、放射線治療は

通院を考慮し患者の居住地近くの医療機関で実施す

るため、また、国指定病院では自施設で受け入れ可能

な患者数を超える多くの放射線治療対象者が生じて

いる可能性があると考える。 

一方、大阪府が指定する大阪府がん診療拠点病院

の指定要件では、「肺がん、胃がん、肝がん、大腸が

ん及び乳がん並びにその他各医療機関が専門とする

がんについて、手術、放射線治療及び薬物療法を効果

的に組み合わせた集学的治療、リハビリテーション

及び緩和ケアを提供する体制を有する（放射線治療

については、他の医療機関との連携によって対応で

きる体制を有することも可とする（中略）。）とともに、

各学会の診療ガイドラインに準ずる標準的治療等が

ん患者の状態に応じた適切な治療を提供すること。

ただし、症例の集約化により治療成績の向上が期待

されるもの等、当該施設において集学的治療等を提

供しない場合には、適切な医療に確実につなげるこ

とができる体制を構築すること。」とあり、府指定病

院でも、国指定病院と同様に集学的治療について自

施設での実施が求められているものの、放射線治療

については異なる医療機関と連携して実施すること

を許容している点が異なる。府指定病院において、放

射線治療のみ異なる医療機関で実施する要因は、放

射線治療機器を有しない医療機関が機器を有する医

療機関と連携して集学的治療を実施するためである

と考える。第 8 次大阪府医療計画 8）において、将来

に向けて効率的な医療提供体制を構築するには、医

療機器の共同利用による効率的な活用が必要である

とされており、国指定病院および府指定病院のいず

れにおいても、必要に応じて医療機関間で連携して

治療を実施していると考えられた。 

また、1 施設の指定診療所において、約 1 割の集学

的治療を担っている現状も示された。がん治療は国

指定病院および府指定病院において実施することが

多いが、乳がんや甲状腺がんなどでは、診療所を含む

特定の医療機関が大きな役割を担っていることが大

阪府に限らず知られている。したがって、がんの種類

によっては、がん診療拠点病院ではないが大きな役

割を担う医療機関も交えた体制をとるのが妥当であ

ろう。 

限界点として、次のことが挙げられる。全国がん登

録において 1 腫瘍 1 登録に集約される際の観血的・

薬物・放射線の各治療の実施医療機関を決定する際

の条件は、医療機関から提供されるがん情報が複数

件ある場合、「自施設で初回治療を開始または継続し

ている症例、かつ、当該施設の診断日が集約診断日よ

り 4ヶ月以内であり、当該治療を実施していること」

とされている。当該施設の診断日の定義 9）は、例え

ば、乳がん治療において、他施設でがんの診断および

初期治療が開始されており、放射線治療のみを継続

して実施する医療機関においては、その患者が当該

がんの治療のために初めて自施設を受診した日（当

該腫瘍初診日）となる。乳がんの集学的治療は長期間

に渡って行われることから、集約診断日から 4 ヶ月

以上経過した時点で放射線治療のため自施設を初診

するケースも有り得るのではないかと考える。この

場合、放射線治療の実施がないものと取り扱われる

こととなり、実際には放射線治療を実施していても

今回の集計対象外となる。当該施設の診断日が集約

診断日より 4 ヶ月以内という条件がなければ、大阪

府における乳がんの集学的治療の実施割合がさらに

高くなる可能性がある。 

5．結論 

 大阪府の乳がんの集学的治療における医療機関の

連携を見た。単一医療機関での実施が多い現状が明

らかとなった。複数医療機関で連携して実施する場
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合、放射線治療のみ異なる医療機関で実施するケー

スが多く、観血的治療および薬物治療を府指定病院

および一般病院において実施し、放射線治療は国指

定病院および府指定病院において実施することが多

かった。 
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令和 4（2022）年度末の国の第 4 期がん対策推

進基本計画 1)（以下、国計画）の策定を受け、令

和 5（2023）年度は都道府県で都道府県がん対策

推進計画の検討・策定が行われていた。国計画に

は基盤としてのがん登録情報の更なる利活用が明

記されており、計画策定時の実態把握と計画実行

後の評価のためにがん登録情報を活用することが

期待されている。そこで、認定特定非営利活動法

人日本がん登録協議会（以下 JACRという）学術委

員会ならびに第 33回 JACR学術集会事務局は、各

都道府県の第 4期がん対策推進計画におけるがん

登録等の統計指標の活用状況とさらなる利活用の

第 1部 論文集 

活動報告 

都道府県がん対策推進計画へのがん登録等の

活用状況に関するアンケート結果報告 
中林愛恵 1 宮代勲 2 杉山裕美 3 大木いずみ 4 田村研治 5

島根大学医学部附属病院 医療サービス課がん登録室 1

大阪国際がんセンター がん対策センター2

放射線影響研究所 疫学部 3

埼玉県立大学 保健医療福祉学部 4

島根大学医学部附属病院 先端がん治療センター/腫瘍内科 5 

要 旨 

都道府県の第４期がん対策推進計画におけるがん登録等の統計指標の活用状況と利活用の課題を 

明らかにするため、令和 6年 3月に都道府県庁のがん対策担当者を対象にアンケート調査を実施した。 

  40都道府県から回答を得た。9割近い都道府県が自県のがん計画に統計指標として年齢調整罹患率

を掲載しており、がん登録情報の利用が進んでいた。一方で、国のがん対策推進基本計画の分野別目標

では、小児がんや AYA世代のがん、難治性がんや高齢者のがん等が重点分野として掲げられているが、多

くの都道府県でそれらの統計指標は掲載されてなかった。 

都道府県のがん対策推進計画においてがん登録情報を活用するためには、国ががん対策推進基本計画

へがん登録情報を用いた統計指標を掲載すること、がん登録の年次報告書を充実させることが効果的であ

る。ニーズに応じた詳細集計を行うことが必要であるため、統計指標定義の明確化や集計方法、解釈の技

術的支援が望まれる。 

１．はじめに 
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都道府県の第 4 期がん対策推進計画完成間近であ

る令和 6（2024）年 3月 8日から 4月 12日の期間に、

JACR 会員である都道府県庁のがん対策担当者を対

象として、郵送及び JACR メーリングリストを通じて

依頼し、オンラインアンケートを実施した。がん登

録等の統計指標を活用する際に JACR から助言でき

ることを拾い上げるため、がん登録や人口動態調査

を情報源とするもので計画に掲載した統計指標、そ

して、検討したが掲載しなかった統計指標を設問と

した。死亡及び罹患統計は両者を合わせて検討され

ることが多いため、死亡統計の情報源である人口動

態調査に関する項目もアンケートに加えた。（図 1） 

3．結果 

40 都道府県から回答を得た（回答率 85.1％）。回

答者の所属はいずれも各都道府県でがん対策を担当

する部署の職員であり、全ての項目に回答が得られ

た。 

統計指標の掲載割合は、年齢調整死亡率 100％、

年齢調整罹患率 87.5%だった。それ以外の指標では、

生存率が 60.0%と多くの都道府県で採用されており、

進展度は 25.0％、発見経緯は 12.5％と少なかった。

いずれの指標も掲載していない都道府県はなかった。 

掲載を検討したが掲載しなかった統計指標について

は、いずれも検討していないが 72.5％であった。発

見経緯及び生存率は 5.0％、年齢調整死亡率及び年

齢調整罹患率、標準化罹患比、進展度で 2.5%が掲載

を検討したが掲載されていなかった（表１）。 

 

 

 

 

 

 

 

がんの部位や年代等に着目した統計指標が掲載さ

れているかという設問に対して掲載された部位等は、

胃、大腸、肺、乳房がそれぞれ 97.5％、子宮頸部 87.5%、

肝 80.0%と、日本人に多いがんの部位と、がん検診

が行われている子宮頸部が多かった。続いて、膵

60.0%、前立腺 50.0％であった。がん患者の年代別

にはそれぞれ小児 30.0％、AYA 世代 27.5%、高齢者

17.5%であった。希少がんや難治性がんに関する指標

課題を明らかにするため、令和 6（2024）年 3 月

に JACR 会員である都道府県庁のがん対策担当者

へアンケート調査を実施した。 

２．方法 

図 1 調査票 

回答数 ％ 回答数 ％

死亡数 32 80.0% 0 0.0%

年齢調整死亡率 40 100.0% 1 2.5%

標準化死亡比 4 10.0% 0 0.0%

罹患数 28 70.0% 0 0.0%

年齢調整罹患率 35 87.5% 1 2.5%

標準化罹患比 3 7.5% 1 2.5%

発見経緯 5 12.5% 2 5.0%

進展度 10 25.0% 1 2.5%

生存率 24 60.0% 2 5.0%

その他 4 10.0% 6 15.0%

いずれも掲載していない 0 0.0% - -

いずれも検討していない - - 29 72.5%

”‐”：当該設問で選択肢を設定していないことを示しています

掲載した統計指標

           （n=40）

掲載を検討したけれども

掲載しなかった統計指標

               (n=40)
選択肢

表 1 統計指標の種類 

回答数 ％ 回答数 ％

死亡数 32 80.0% 0 0.0%

年齢調整死亡率 40 100.0% 1 2.5%

標準化死亡比 4 10.0% 0 0.0%

罹患数 28 70.0% 0 0.0%

年齢調整罹患率 35 87.5% 1 2.5%

標準化罹患比 3 7.5% 1 2.5%

発見経緯 5 12.5% 2 5.0%

進展度 10 25.0% 1 2.5%

生存率 24 60.0% 2 5.0%

その他 4 10.0% 6 15.0%

いずれも掲載していない 0 0.0% - -

いずれも検討していない - - 29 72.5%

”‐”：当該設問で選択肢を設定していないことを示しています

掲載した統計指標

           （n=40）

掲載を検討したけれども

掲載しなかった統計指標

               (n=40)
選択肢

（調査票）がん対策推進計画へのがん登録等の活用状況のアンケート調査

対象：47都道府県のがん対策担当者（行政職）

1-1、貴都道府県名を教えてください

1-2、御回答者の所属を教えてください。

1-3、御回答者の名前を教えてください。

2,貴都道府県の第4期がん対策推進計画にがん登録または人口動態統計からの統計指標を掲載しましたか？
あてはまるものを全て選択してください。

2-1、掲載した統計指標を教えてください。

死亡数 / 年齢調整死亡率 / 標準化死亡比 / 罹患数 / 年齢調整罹患率 / 標準化罹患比 /

発見経緯 / 進展度 / 生存率 / いずれも掲載していない / その他

2-2、部位別または年齢別の統計指標を掲載しましたか。

 胃/大腸/肝/膵/肺/乳/子宮頸部/前立腺/希少がん/難治性がん/小児がん/AYA世代がん/

 高齢者のがん/いずれも掲載していない

2-3、医療圏、市町村毎または施設毎の統計指標を掲載しましたか。

       二次医療圏毎/市町村毎/施設毎（院内がん登録全国集計など）/いずれも掲載していない/その他

2-4、これらの統計指標を掲載した理由について教えてください。

 従来から掲載していたため/がん予防評価のため/早期発見評価のため/がん医療評価のため/ライフ

 ステージに応じた支援のため/サバイバーシップ支援のため/地域に応じたがん計画のため/その他

3、貴都道府県の第4期がん対策推進計画にがん登録または人口動態統計からの統計指標の掲載を検討
  したけれども掲載しなかったものはありますか？あてはまるものを全て選択してください。

3-1、掲載を検討したけれども掲載しなかった統計指標を教えてください。

 死亡数/年齢調整死亡率/標準化死亡比/罹患数/年齢調整罹患率/標準化罹患比/

 発見経緯/進展度/生存率/いずれも検討していない/その他

3-2、掲載を検討したけれども掲載しなかった部位別または年齢別の統計指標を教えてください。

 胃/大腸/肝/膵/肺/乳/子宮頸部/前立腺/希少がん/難治性がん/小児がん/AYA世代がん/

 高齢者のがん/いずれも検討していない/その他

3-3、掲載を検討したけれども掲載しなかった医療圏、市町村毎または施設毎の統計指標を教えてください。

       二次医療圏毎/市町村毎/施設毎（院内がん登録全国集計など）/いずれも検討していない/その他

3-4、これらの統計指標の掲載を検討したけれども掲載しなかった理由について教えてください。

 統計指標の算出方法が分からなかったため/統計指標の解釈が分からなかったため/

 統計指標では評価できないため/これまで掲載していなかったため/いずれも検討していない/その他

4、がん登録または人口動態統計等の統計指標をがん対策推進計画へ活用することについてご意見がある場合
  は入力してください。

ご回答いただき、ありがとうございました。
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はそれぞれ 15.0％、12.5%であった。こちらも掲載

を検討したが掲載しなかった統計指標の回答はなか

った。（表 2） 

 

 

 

 

地域の実情にあわせた統計指標が掲載されているか

という設問に対して、二次医療圏毎の統計指標の掲

載割合は 30.0％で、市町村毎は 7.5%であった。院内

がん登録全国集計などの施設毎の掲載は 2.5%であ

った。（表 3） 

 

 

 

統計指標をがん計画に掲載した理由では、従来か

ら掲載していたためが 75.0%と最も多かった。がん

予防評価のため（55.0％）、早期発見の評価のため

（42.5％）などは、それぞれ発見経緯や進展度を掲

載した理由に該当し、がん医療評価のため（60.0％）

は、生存率などを掲載した理由に該当した。また、

自由記載で記述された回答で、「国計画を参考とした

ため」が散見された。（表 4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

統計指標をがん計画に掲載しなかった理由は、い

ずれも検討していないが 67.5％であった。次いで、

これまで掲載していなかったためが 15.0％、統計指

標では評価できないため 10.0％であった。さらに自

由記載として、がん登録の集計表が市町村単位では

ないことや、集計値が少数例の場合、秘匿する必要

があると判断したこと、タイムリーに使用したいが、

全国がん登録は診断年と罹患率報告にタイムラグが

あることが挙げられた。また、次期国計画で、「我が

国の現状」などの章を新たに作り、統計指標が掲載

されれば、都道府県計画にどのような指標を用いる

か参考になり、全国との比較も容易になるという意

見もあった。（表 5） 

 

 

 

 

 

回答数 ％ 回答数 ％

胃 39 97.5% 1 2.5%

大腸 39 97.5% 1 2.5%

肝 32 80.0% 0 0.0%

膵 24 60.0% 1 2.5%

肺 39 97.5% 1 2.5%

乳 39 97.5% 1 2.5%

子宮頸部 35 87.5% 1 2.5%

前立腺 20 50.0% 2 5.0%

希少がん 6 15.0% 0 0.0%

難治性がん 5 12.5% 0 0.0%

小児がん 12 30.0% 0 0.0%

AYA世代がん 11 27.5% 0 0.0%

高齢者のがん 7 17.5% 0 0.0%

その他 10 25.0% 5 12.5%

いずれも掲載していない 1 2.5% - -

いずれも検討していない - - 0 0.0%

”‐”：当該設問で選択肢を設定していないことを示しています

掲載した統計指標

           （n=40）

掲載を検討したけれども

掲載しなかった統計指標

               (n=40)
選択肢

表 2 がんの部位別またはがん患者の年代別の統計指標 

回答数 ％ 回答数 ％

胃 39 97.5% 1 2.5%

大腸 39 97.5% 1 2.5%

肝 32 80.0% 0 0.0%

膵 24 60.0% 1 2.5%

肺 39 97.5% 1 2.5%

乳 39 97.5% 1 2.5%

子宮頸部 35 87.5% 1 2.5%

前立腺 20 50.0% 2 5.0%

希少がん 6 15.0% 0 0.0%

難治性がん 5 12.5% 0 0.0%

小児がん 12 30.0% 0 0.0%

AYA世代がん 11 27.5% 0 0.0%

高齢者のがん 7 17.5% 0 0.0%

その他 10 25.0% 5 12.5%

いずれも掲載していない 1 2.5% - -

いずれも検討していない - - 0 0.0%

”‐”：当該設問で選択肢を設定していないことを示しています

掲載した統計指標

           （n=40）

掲載を検討したけれども

掲載しなかった統計指標

               (n=40)
選択肢

回答数 ％ 回答数 ％

二次医療圏毎 12 30.0% 1 2.5%

市町村毎 3 7.5% 3 7.5%

施設毎（院内がん登録全国集計など） 1 2.5% 0 0.0%

その他 0 0.0% 3 7.5%

いずれも掲載していない 27 67.5% - -

いずれも検討していない - - 0 0.0%

”‐”：当該設問で選択肢を設定していないことを示しています

掲載した統計指標

           （n=40）

掲載を検討したけれども

掲載しなかった統計指標

               (n=40)
選択肢

表 3 医療圏、市町村毎または施設毎の統計指標 

回答数 ％ 回答数 ％

二次医療圏毎 12 30.0% 1 2.5%

市町村毎 3 7.5% 3 7.5%

施設毎（院内がん登録全国集計など） 1 2.5% 0 0.0%

その他 0 0.0% 3 7.5%

いずれも掲載していない 27 67.5% - -

いずれも検討していない - - 0 0.0%

”‐”：当該設問で選択肢を設定していないことを示しています

掲載した統計指標

           （n=40）

掲載を検討したけれども

掲載しなかった統計指標

               (n=40)
選択肢

選択肢
回答数

 （n=40）
％

従来から掲載していたため 30 75.0%

がん予防評価のため 22 55.0%

早期発見評価のため 17 42.5%

がん医療評価のため 24 60.0%

ライフステージに応じた支援のため 11 27.5%

サバイバーシップ支援のため 6 15.0%

地域に応じたがん計画のため 11 27.5%

その他 6 15.0%

<その他の詳細>

統計データによる本県のがんに係る現状提示

国計画を参考としたため/計画改定の背景を示すため

がん種ごとの傾向を把握し、対策を検討するため

癌種ごとの対策を講じるため/県内のがんの状況の説明のため

表 4 統計指標をがん計画に掲載した理由 

選択肢
回答数

 （n=40）
％

統計指標の算出方法が分からなかったため 1 2.5%

統計指標の解釈が分からなかったため 1 2.5%

統計指標では評価できないため 4 10.0%

これまで掲載していなかったため 6 15.0%

いずれも検討していない 27 67.5%

その他 5 12.5%

<その他の詳細>

検討したデータはすべて掲載した/検討し活用可能なものは全て掲載

必要に応じ参照するが、計画の指標とはしないこととした

掲載を検討したけれども掲載しなかった指標はない。

市町村単位ではない指標があったり、仮に指標があっても少数例の場合、秘匿する

必要があり、使用できなかった。

表 5 統計指標をがん計画に掲載しなかった理由 
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がん登録または人口動態統計等の統計指標をがん

対策推進計画へ活用することについての意見を自由

記載形式で質問した。がん登録は罹患率や年齢調整

罹患率、相対生存率等の算出のための基礎データで

あり、がん対策推進計画の根幹を成すがんの早期発

見の推進、がん医療の充実を客観的に示すためのデ 

ータとなるという回答や、当該計画の取組を測るた

めの指標や施策の方向性を考える上で必要不可欠な

ものであり、今後も継続的に活用することが重要で

あるという回答があり、がん登録情報はがん対策の

評価に欠かせないものと捉えられていた。 

4．考察 

9 割近い都道府県が自県の第 4 期がん対策推進計

画に年齢調整罹患率を掲載しており、死亡情報だけ

でなく罹患情報もがん計画で評価され、がん登録情

報の利用が進んでいた。 

 一方で、国計画の分野別目標では、小児がんや AYA

世代のがん、難治性がんや高齢者のがん等が重点を

充てる分野として掲げられているが、それらに対応

する詳細な統計指標は 12.5％から 30.0％に留まっ

た。これらの分野別集計は全国がん登録システムの

機能で作成される標準集計表に含まれていないもの

もあり、各都道府県が独自に集計する必要がある。

集計するにはデータ集計技術を必要とするだけでな

く、年齢区分やがんの分類（希少がんや難治性がん）

の定義が必要であるが、現時点で明確な定義は示さ

れていない。都道府県独自で定義を決めると全国や

他県との比較可能性を損ねるため、国としての統一

した定義を明示する必要がある。 

また、市町村毎や医療圏毎等の統計指標の掲載も、

都道府県が独自集計をする必要があり、特に、人口

規模が小さい地域では、がん患者が少数となるため

集計方法や解釈が難しいこと、全国がん登録の即時

性の課題があった。 

本アンケート集計で、掲載を検討したが掲載しな

かった統計指標はほとんどないという結果であった

が、生存率、発見経緯、進展度等の情報を掲載して

いる都道府県は少なく、充分な統計指標が掲載され

たとは言い難い。加えて国計画では小児・AYA 世代

のがんや、希少がん、難治性がん等分野別の目標が

掲げられているが、それに対応する分野のがん登録

情報や、地域の状況を示す二次医療圏・市町村毎の

情報の掲載は少なかった。これらの地域では研究者

が関与しており十分な解析技術と解釈ができる一方

で、研究者と連携していない地域では、詳細な情報

を掲載するに至らないと考えられる。掲載を検討し

たが掲載しなかった統計指標が少なかったのは、そ

もそも指標の掲載が検討の俎上に上がっていないと

推察される。 

国計画ではロジックモデルが推奨されており、健

が発 0809 第 1 号厚生労働省健康局がん・疾病対策課

長通知のロジックモデルの評価指標一覧では、人口

動態統計またはがん登録がデータソースであるもの

が多数掲載され、がん登録情報はますます活用が期

待されている 2）。人口動態統計またはがん登録がデ

ータソースである指標は年齢調整罹患率のみでなく、

早期がん割合、5 年生存率等について各部位や小児、

希少がん等の特定の対象に焦点を当てた指標等が挙

げられている。さらにロジックモデルには、がん登

録と他の情報源を組み合わせた研究等をデータソー

スとする指標も掲載されている。がん登録と DPC

（Diagnosis Procedure Combination）データをリン

ケージした QI(Quality Indicator)研究と患者体験

調査である。前者は都道府県がん診療連携拠点病院

連絡協議会がん登録部会が行っている、術式や薬剤

名などの詳細な情報を診療報酬の情報で補完したも

ので、標準治療を実施された割合等が挙げられてい

る 3-4）。後者は国立がん研究センターががん診療連携

拠点病院等の院内がん登録情報から対象者を抽出し、

アンケートを送付して行われる研究である。患者体

験調査の調査内容には、自分らしい日常生活を送れ

ていると感じるがん患者の割合等がある。がん登録
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情報を活用した研究によりがん患者ががんを体験し

たときの詳細な情報を得ることができる 5-6）。QI 研

究も患者体験調査も県内の病院の協力を得てこれら

の調査に参加してもらう必要があることや、目標値

の設定や算出方法、評価方法などまだ課題が多いが、

がん登録の活用方法が広がる可能性がある。 

令和 5(2023)年 3月 28日に国計画が閣議決定され

たとき、ロジックモデル及び評価指標一覧はまだ暫

定版であり、その確定版は同年 8 月 9 日に通知され

た。国計画本文は、目標や計画について記述されて

おり、ロジックモデル及び評価指標はそれを評価す

るためのものであるため、これらが計画本文に掲載

されていないことは計画開始時点においてやむを得

なかったが、今後の中間評価にむけて、これらの人

口動態統計またはがん登録をデータソースとする指

標が含まれるロジックモデル及び評価指標の活用を

行うことが、国と都道府県双方に求められている。 

本調査の限界として、回答がなかった都道府県が 7

ヶ所あったことと、各指標が示す値は目標値か実態

値か、または県計画本文に記載しているか付属の参

考資料に掲載しているかの区別は問わなかったため、

目標値にはしていないが参考資料に掲載している等

も含めれば掲載している割合が多くなる可能性があ

る。 

 都道府県のがん対策推進計画へがん登録情報等を

活用するためには、国計画でがん登録情報を用いた

統計指標の掲載やがん登録の年次報告書を充実させ

ることが重要である。そして、都道府県においても、

がん対策のニーズに応じた詳細集計をすることも必

要なため、集計するがん種や年齢区分の定義の明確

化、集計の技術的支援体制の構築、行政担当者、研

究者、がん登録実務者が連携してデータ活用を行う

体制を整えることが必要である。 
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最後に、アンケートにご協力いただいた各都道府
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がん登録実務者研修会	 ［6月13日（木） 14：00〜17：00］　3F 301会議室
生存率の算出方法、解釈、活用事例〜生存率をがん対策やがん医療に活かすために

1
生存率の種類と算出方法
福井 敬祐（関西大学）

2
院内がん登録の生存率集計をどう理解して、どう伝えるか
寺本 典弘（四国がんセンター）

3
がん登録実務者ができる臨床現場での院内がん登録の生存率等の活用事例（1）
伊佐 奈々（琉球大学病院）

4
がん登録実務者ができる臨床現場での院内がん登録の生存率等の活用事例（2）
松本 吉史（大阪医科薬科大学病院）

5
地域のがん生存率をがん対策に活かす
伊藤 ゆり（大阪医科薬科大学）

6
地域のがん生存率をがん医療に活かす
伊藤 秀美（愛知県がんセンター）

実務者情報交換会	 ［6月13日（木） 17：20〜18：50］　3F 301会議室
実務でGo！ 座長：松本 吉史 （大阪医科薬科大学病院）

齊藤 真美 （北海道がんセンター）　

学術集会会長講演	 ［6月14日（金） 10：00〜10：30］　講演会場 1F 大ホール
座長：伊藤 秀美 （愛知県がんセンター）

がんの個別化医療の歩み
田村 研治（島根大学医学部附属病院 腫瘍内科／先端がん治療センター）

プログラム　指定演題一覧
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プログラム　指定演題一覧

ランチョンセミナー ［6月14日（金） 12：10〜13：10］　講演会場 1F 大ホール
BRCA遺伝子変異陽性乳がん／前立腺癌における新しい選択肢 座長：田村 研治 （島根大学医学部附属病院）

共催：ファイザー株式会社

1
BRCA（+）前立腺癌の新しい治療選択
三浦 徳宣（愛媛大学医学部附属病院 泌尿器科）

2
BRCA遺伝子変異陽性乳癌の新たな治療選択
太良 哲彦（社会医療法人博愛会相良病院 腫瘍内科）

学術委員会企画シンポジウム	 ［6月14日（金） 13：20〜14：50］　講演会場 1F 大ホール
がん対策を支えるがん登録②
〜第4期がん対策推進計画へのがん登録の活用

座長：宮代 勲　 （大阪国際がんセンター）　
中林 愛恵 （島根大学医学部附属病院）

1
第4期島根県がん対策推進計画におけるがん登録の活用について
山﨑 裕子（島根県健康福祉部健康推進課がん対策推進室）

2
第4期大阪府がん対策推進計画におけるがん登録の活用
森島 敏隆（大阪国際がんセンターがん対策センター 疫学統計部）

3
第４次沖縄県がん対策推進計画（沖縄県がん診療連携協議会版）におけるがん登録データ、特に院内がん登
録データの活用
増田 昌人（琉球大学病院がんセンター）

4
47都道府県のがん対策推進計画における「がん登録」活用状況と取り組み
大木 いずみ（埼玉県立大学 健康開発学科）

5
がん対策推進計画へのがん登録等の活用状況に関するアンケート
中林 愛恵（島根大学医学部附属病院 医療サービス課がん登録室）
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プログラム　指定演題一覧

セッション：国・都道府県がん登録情報を用いた国際共同研究
［6月14日（金） 16：10〜16：40］　講演会場 1F 大ホール

座長：杉山 裕美 （放射線影響研究所）　
中田 佳世 （大阪国際がんセンター）

1
がん登録情報を用いた国際共同研究
松田 智大（国立がん研究センター）

2
CI5、CONCORD へ参加して
田中 里奈（弘前大学）

学術集会企画シンポジウム	 ［6月15日（土） 10：15〜11：15］　講演会場 1F 大ホール
がん登録推進法改正に寄せる期待 座長：祖父江 友孝 （国立がん研究センター）　

田村 研治　 （島根大学医学部附属病院）

1
全国がん登録の課題と法改正−「中間とりまとめ」の内容から
西野 善一（金沢医科大学医学部 公衆衛生学講座）

2
がん登録の照合・集約作業の効率化と精緻化に向けたデジタル化の課題
井上 真奈美（国立がん研究センター がん対策研究所）

3
がん登録推進法と希少がん患者会
眞島 喜幸（一般社団法人日本希少がん患者会ネットワーク／特定非営利活動法人パンキャンジャパン）

J-CIP市民公開講座 ［6月15日（土） 13：00〜14：30］　講演会場 1F 大ホール
がん教育とがん登録〜がんデータをがん教育に活かすために 座長：伊藤 ゆり （大阪医科薬科大学）

1
がん教育とがん登録～データをがん教育に活かすために：神奈川県の事例紹介
片山 佳代子（神奈川県立がんセンター臨床研究所 がん教育ユニット／群馬大学情報学部）

2
がん教育の中で伝えたいこと がんサバイバーとして取り組むがん教育
浜崎 順子（元小学校校長）

3
がん教育をやってみて感じたこと、思ったこと ～がん経験者の立場から～
桑原 慎太郎（島根県がん対策推進協議会委員）
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プログラム　口演演題一覧

口演1	 ［6月14日（金） 10：40〜12：00］　講演会場 1F 大ホール
座長：金村 政輝　 （宮城県立がんセンター研究所）

片山 佳代子 （群馬大学）　

O1-1

O1-2

O1-3

O1-4

O1-5

O1-6

O1-7

O1-8

大阪府がん登録を用いた小児がん経験者数の把握と有病率推計　＊優秀口演賞受賞

工藤 榛香（大阪国際がんセンター がん対策センター）

大阪府がん登録から見た乳がんに対する集学的治療における医療機関連携
石田 理恵（大阪国際がんセンター がん対策センター）

市町村民所得により引き起こされるがん年齢調整罹患率、純生存率の差
安藤 稜晟（弘前大学医学部）

院内がん登録による生存率と生存把握割合の関連の検証
山本 真希（国際医療福祉大学三田病院 事務運営部医事課医療情報管理室）

島根県における初診病院までの距離とがんの進展度の関係
松本 伸哉（島根大学医学部 環境保健医学講座）

医療の質向上を目指したPDCAの確保 −胃がんQI研究結果の活用−
近藤 裕香（社会福祉法人恩賜財団済生会 支部岡山県済生会 岡山済生会総合病院 診療情報管理室）

統合失調症ががんの治療に与える影響：院内がん登録情報およびDPCデータを用いた多施設後方視的
研究実施にあたっての予備調査　＊最優秀口演賞受賞

山田 裕士（岡山大学病院 精神科神経科）

全国がん登録の全数登録の質を担保するための重複点検作業を軽減する症例検索モデルの利用可能性
小原 仁（久留米大学医学部 医療検査学科）
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口演2	 ［6月14日（金） 15：00〜16：00］　講演会場 1F 大ホール
座長：松坂 方士 （弘前大学）　

伊藤 ゆり （大阪医科薬科大学）

O2-1
国立病院機構関東信越グループ有志におけるがん患者体験調査の状況報告と今後の調査にあたっての提言
山口 千春（独立行政法人国立病院機構千葉医療センター）

O2-2
院内がん登録における治療情報の入力支援と品質管理機能を備えたリコメンデーションシステムの開発
高橋 ユカ（国立がん研究センターがん対策研究所 がん登録センター 院内がん登録室）

O2-3
政府統計として公表された全国がん登録罹患数・率から読み取れる2020年罹患のCOVID-19パンデミッ
クの影響
田渕 健（日本造血細胞移植データセンター）

O2-4
愛知県がん登録データにみる、希少がん患者の集約状況と生存率の変化
柘植 博之（愛知県がんセンター研究所 がん情報・対策研究分野）

O2-5
がんサバイバーに対する「サバイバー生存率」に関するアンケート調査
八木 麻未（大阪大学大学院医学系研究科 産科学婦人科学）

O2-6
都道府県拠点病院としてのがん登録実務者支援活動 〜推進法制定から10年間の中間まとめ：ICT利活用
の視点から〜
高崎 光浩（佐賀大学全学教育機構）

プログラム　口演演題一覧
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プログラム　ポスター演題一覧

ポスター1	 ［6月15日（土） 9：00〜10：00］　ポスター会場 2F 展示室
研究発表（院内がん登録および全国がん登録） 座長：曳野 肇 （松江赤十字病院 乳腺外科）　　　　

名越 究 （島根大学医学部 環境保健医学講座）

P1-1
北信地域における頭頸部がんの診断から治療開始までの待機期間と関連要因
瀧口 知彌（金沢医科大学医学部 公衆衛生学）

P1-2
島根県院内がん登録における告知状況について
谷口 かおり（島根大学医学部 環境保健医学講座）

P1-3
島根県院内がん登録における緩和的治療実施状況について
田村 太朗（島根大学医学部 環境保健医学）

P1-4
がん登録でわかる離島医療の今とこれから
引野 美貴子（松江赤十字病院 医療情報管理課）

P1-5
長野県のがん登録精度についての考察
田仲 百合子（長野県がん登録室）

P1-6
大阪府における胆嚢がん・肝外胆管がん
原 加奈子（大阪国際がんセンター がん対策センター）

P1-7
東日本大震災の宮城県がん登録情報への影響
金村 政輝（宮城県立がんセンター研究所 がん疫学・予防研究部）
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ポスター2	 ［6月15日（土） 9：00〜10：00］　ポスター会場 2F 展示室
研究発表（院内がん登録） 座長：竹谷 健　　 （島根大学医学部 小児科学講座）  

古田 晃一朗 （独立行政法人国立病院機構浜田医療センター）

P2-1

P2-2

P2-3

P2-4

P2-5

P2-6

P2-7

島根県院内がん登録解析事業を活用した肝癌背景因子の実態調査
中林 愛恵（島根大学医学部附属病院）

院内がん登録を活用した看取り場所に関する現状調査　＊最優秀ポスター賞受賞

山口 真理子（兵庫県立がんセンター 診療情報管理室）

島根県西部医療圏域におけるがん診療の現状と当院の役割
田中 和子（独立行政法人国立病院機構浜田医療センター 診療情報管理室）

島根県における院内がん登録を利用したAYA世代のがん患者等及びその家族の実態調査
竹谷 健（島根大学医学部 小児科学講座）

当院における希少がん、希少がん以外のがんの受療動向
大塚 理可（岡山大学病院 病歴管理係 診療情報管理室）

院内がん登録データから見たAYA世代がん患者の特徴
阿部 真由子（公益財団法人がん研究会有明病院）

院内がん登録からみた当院の大腸がん患者の特徴
加村 菜月（島根県立中央病院 情報システム管理室）

プログラム　ポスター演題一覧
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プログラム　ポスター演題一覧

ポスター3	 ［6月15日（土） 9：00〜10：00］　ポスター会場 2F 展示室
全国がん登録の運用およびがん対策への活用 座長：大城 等 （合同会社 DATA MILL）

中本 稔 （島根県浜田保健所）　

P3-1
第4期愛媛県がん対策推進計画の中の『がん登録』
新居田 あおい（独立行政法人国立病院機構四国がんセンター 全国がん登録室）

P3-2
栃木県がん対策推進計画と栃木県がん登録のデータ活用の推移
菊地 康子（地方独立行政法人栃木県立がんセンター）

P3-3
全国がん登録における指定診療所の適正化に向けた大阪府の取り組みについて
花原 聡（大阪国際がんセンター がん対策センター）

P3-4
京都府における全国がん登録の現状と課題
−全国がん登録室が医師会内にあることのメリット、デメリット−
奥田 幸子（一般社団法人京都府医師会）

P3-5

P3-6

P3-7

P3-8

岐阜県における医療機関を対象とした全国がん登録実務者勉強会の取組について
纐纈 五月（岐阜大学医学部附属病院 全国がん登録室）

非匿名化情報の提供における標準的な作業の確立を目指して 〜個人照合の業務効率化に向けた取り組み〜
目崎 はる香（宮城県立がんセンター 宮城県がん登録室）

住所異動確認調査における宮城県の対応と課題
植野 由佳（宮城県立がんセンター 宮城県がん登録室）

市町村による全国がん登録情報の活用支援　＊優秀ポスター賞受賞

佐藤 洋子（宮城県立がんセンター 宮城県がん登録室）
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ポスター4	 ［6月15日（土） 9：00〜10：00］　ポスター会場 2F 展示室
院内がん登録の運用およびデータ活用 座長：村脇 義之 （松江市立病院）　

谷口 栄作 （島根県健康福祉部）

P4-1
院内がん登録のエラーチェック管理システム構築による人材育成のPDCAサイクル循環について
伊藤 知美（社会医療法人財団慈泉会 相澤病院）

P4-2
横浜市立大学附属病院におけるがん登録データの分析について
松澤 祐子（公立大学法人横浜市立大学附属病院）

P4-3
院内がん登録データから見るがんセンター設立後の治療の状況
名原 陽子（松江市立病院 経営企画課）

P4-4
院内がん登録予後調査業務の自動化に向けた取り組み
原田 智可（佐賀県医療センター好生館 がん登録係）

P4-5
院内がん登録データの簡単な集計方法の検討
竹島 楓香（地方独立行政法人宮城県立病院機構宮城県立がんセンター 院内がん登録室）

P4-6
院内がん登録から見えた希少がんの現状
坂口 花菜（杏林大学医学部附属病院 院内がん登録室（診療情報管理室））

P4-7
多重がんルールの違いによる肺がんの登録数の変化を推定した
大平 由津子（国立病院機構四国がんセンター 医療情報管理室）

プログラム　ポスター演題一覧
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プログラム　ポスター演題一覧

ポスター5	 ［6月15日（土） 9：00〜10：00］　ポスター会場 2F 展示室
院内がん登録運用および都道府県内の部会・研修会 座長：梶浦 靖二 （島根県益田保健所）　

今岡 佐織 （島根大学医学部附属病院）

P5-1
滋賀県立総合病院がん登録担当活動報告「滋賀県がん登録推進部会 活動報告」
柳 香里（滋賀県立総合病院 医療情報室）

P5-2
がん診療運営委員会による院内研修会 がん登録室の活動報告
清水 由里恵（独立行政法人国立病院機構岡山医療センター がん登録室）

P5-3
佐賀県がん登録研修会とがん医療従事者eラーニング：2023年度の実施報告
佐々木 和美（佐賀大学医学部附属病院）

P5-4
大阪府三島医療圏におけるがん登録部会の活動について（第3報）
岡元 かおり（大阪医科薬科大学病院 医療総合管理部 診療情報管理室）

P5-5
院内がん登録システム「Hos-CanR Next」から頭頸部悪性腫瘍全国登録（HNCプロジェクト）へのデータ
提出方法についての検討
佐々木 和美（佐賀大学医学部附属病院）

P5-6
佐賀県内がん診療連携拠点病院 院内がん登録データから見た頭頸部がん
佐々木 和美（佐賀大学医学部附属病院）

P5-7
院内がん登録実務者とがん相談支援センターの連携による施設別がん登録件数検索システムの活用につい
て
等々力 佳奈（社会医療法人財団慈泉会 相澤病院 がん登録・統計調査課）
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がんの個別化医療の歩み 

田村研治 

島根大学医学部附属病院腫瘍内科/先端がん治療セ

ンター

1． がん登録の歴史

1929年にハンブルクで地域がん登録が開

始された。日本においては、1951年に東北

大学で宮城県地域がん登録が開始され、広

島、長崎の被爆を契機に、広島・長崎市民

腫瘍・組織登録が開始された。1983年の老

人保健法の制定、2008年のがん地域連携病

院整備に関する指針により、国内のがん登

録は進み、2012年には 47 都道府県におい

て地域がん登録が行われるようになった。 

2． 医師としてのキャリア(1) (1992～1997

年） 

私が医師になった当時、遠隔転移を有す

る肺がんの予後は悪く約 6か月程度であっ

た。肺がん診療の傍ら、「塩酸イリノテカン

の放射線感受性効果」を明らかにする動物

実験 1)を行った。その後、1995年から国立

がん研究センター研究所に異動し、「新規が

ん遺伝子の探索」に関する、いわゆる「が

んゲノム研究」に従事したが、当時は、が

ん患者に恩恵を与える研究とは考えられて

いなかった。 

3． 医師としてのキャリア(2) (1998～2000

年） 

米国ピッツバーグ大学に留学し、「細胞周期

阻害薬」の創薬研究 2,3)を行った。当時「細

胞周期阻害薬」は単剤で腫瘍縮小をみとめ

ないことから、実際のがん治療に有効な薬

剤とは考えられていなかった。 

4. 医師としてのキャリア(3) (2001～2006

年） 

2000年代になり、リツキシマブ、イマチ

ニブ、トラスツズマブ、ゲフィチニブとい

う 4つの分子標的薬が承認され、がん薬物

治療は大きな変革期をむかえた。ヒト上皮

成長因子受容体(EGFR)遺伝子変異が、肺が

んに対する EGFR阻害薬の効果予測因子に

なることが明らかとなり、私も、EGFR変異

に関する基礎研究、及び、臨床研究 4)に従

事した。 

5. 医師としてのキャリア(4) (2007～2013

年）

2007年より国立がんセンター中央病院に

赴任した。分子標的薬の開発はますます進

み、同時に「コンパニオン診断薬」と呼ば

れるバイオマーカー検査 5)や分子イメージ

ング検査 6)を行うことで、分子標的薬に有

効な集団を特定し、効率的な「個別化医療」

を行うことにより、進行がんの患者の予後

は改善した。遠隔転移を有する肺がんの予

後は 2年を超えるようになった。分子標的

薬の効果に相間する遺伝子変異などを同定

する「ゲノム研究」が、がん患者に恩恵を

与える時代となった。 

6. 医師としてのキャリア(5) (2014～2020

年） 

乳腺・腫瘍内科科長となり、乳がんを中心

に、多くの抗がん剤開発と国内外の臨床研

究に携わった。特に、HER2抗体薬物複合体

である、「トラスツマブ デルクステカン」

の開発 7)には、がん患者さんへの最初の投

与（第 I相試験；First in Human）から国

際的主任研究者として関与した。 

又、次世代シーケンスの技術が臨床導入

され、200～300のがん関連遺伝子を同時に
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網羅的に解析することが可能となり、私は、

国産の遺伝子パネル検査(NCCオンコパネ

ル)の開発に従事した。

このころ、「免疫チェックポイント阻害

薬」が臨床導入され、多くのがん種で治療

成績を向上させた。効果予測マーカーとし

て、PDL1タンパク発現量、MSI(マイクロサ

テライト不安定性)、TMB(腫瘍遺伝子変異

量)などが同定された。このように、「コン

パニオン診断薬」による個別化医療が促進

され、現在、がん種横断的・遺伝子変異別

の、抗悪性腫瘍薬承認も進んでいる。 

7. 医師としてのキャリア(6) (2021～現在）

2007年より島根大学医学部附属病院、腫

瘍内科教授を拝命した。アジア４か国共同

医師主導比較試験 8)を統括し、進行乳がん

に対する「細胞周期阻害薬」CDK4/6阻害薬

とタモキシフェン併用療法の有効性を明ら

かにした。 

振り返ると「ゲノム医療」も、「細胞周期

阻害薬」も、私が若いころは、実際のがん

治療に貢献しないと言われたが、時代は変

わるものである。 

8. 腫瘍内科医からみた「がん登録」の課題

がん治療の経過の中で、初回確定診断時、

あるいは再発時、受診する医療機関やがん

登録開始時期の差により、同一患者の生存

解析などにおける起算日がずれる場合があ

る。又、重複がん、希少がん、高齢者がん

など、多様ながんにも対応できる登録シス

テムが必要となる。又、ゲノム別「個別化

医療」が進むにつれ、同がん種の同病期で

も、患者により予後が大きく異なる時代が

きており、がん登録患者の生存解析にも「ゲ

ノム異常別分類」の要素が必要となるであ

ろう。 

おわりに 

「全国がん登録」と「院内がん登録」の整

合性・透明性、又、がん登録の疫学・臨床

研究への利活用にはいくつかの課題がある。

今後「がん登録推進法改正」などによる改

善を期待する。がん登録を単方向的に解析

するだけでなく、登録実務者とがん医療従

事者が、双方向に情報共有・研究すること

により、又、海外データーと比較すること

により、効率的に医療政策・研究開発に反

映することが可能となる。 
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がん対策を支えるがん登録② 
第4期がん対策推進計画へのがん登録の活用 
47 都道府県のがん対策推進計画における「が
ん登録」活用状況と取り組み 

大木いずみ 

埼玉県立大学/栃木県立がんセンター 

1． はじめに
がん対策基本法（2007 年施行）により、

国はがん対策推進協議会の議論を踏まえて

がん対策推進基本計画を策定した。それを

受けて都道府県は、がん対策推進計画を策

定し、2期、3期と見直し検討を行った。国

の基本計画が更新されたことを受けて、

2024年 3月にはすべての都道府県で第４期

計画を策定した。本稿では、この計画におけ

る「がん登録」の関わりの状況を報告し、現

状のがん登録の課題と展望について述べた

い。 

2． 目的 
がん対策におけるがん登録の役割を整理

し、活用方法を検討するために①②③を目

的とした。 

①国のがん対策推進基本計画 1 期から 4 期

を通してがん登録の位置づけを振り返り、

今後の方向性を共有する 

②都道府県がん対策推進計画（栃木県をと

りあげ）経年的に観察する

③第 4 期都道府県がん対策推進計画（47 都

道府県）の状況を把握し、課題を検討する

3． 資料と方法 
①厚生労働省．がん対策推進基本計画．

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunits

uite/bunya/0000183313.htmlよりがん対策

推進基本計画を入手した。②栃木県がん対

策推進計画とがん登録の関係を 1～４期の

計画（冊子体）を入手してまとめた。③第 4

期がん対策推進計画については 2024年 4月

時点で Web 上に公表されており、ほぼ全都

道府県（参考表）で入手を完了し比較した。

情報収集は本文に焦点をあて、指標一覧や

ロジックモデルなどの資料については含め

なかった。 

4． 結果 

第１期計画

◆登録精度向上（目標値）
◆罹患数
◆部位別の割合
※単年のデータからの集計

第2期計画

◆登録精度向上（目標値）
◆罹患数
◆部位別の割合
◆相対生存率
◆がんの早期発見（発見経緯による臨床進行度割）
◆年齢別がん罹患状況
※単年のデータからの集計

第3期計画

◆登録精度向上（モニタリング値）
◆罹患数
◆部位別の割合
◆相対生存率
◆がんの早期発見（発見経緯による臨床進行度割）
◆年齢別がん罹患状況
◆小児・AYA世代のがん罹患状況
◆高齢者のがん罹患状況
※罹患率の経年変化、相対生存率の全国との比較

第4期計画

◆登録精度向上（モニタリング値）
◆罹患数
◆部位別の割合
◆相対生存率
◆がんの早期発見（発見経緯による臨床進行度割合）
◆年齢別がん罹患状況
◆小児・AYA世代のがん罹患状況
◆高齢者のがん罹患状況
※罹患率の経年変化、相対生存率の全国との比較
※データの蓄積と精度向上により信頼性が高まった

表１ 栃木県がん対策推進計画とがん登録 
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①国のがん対策推進基本計画 1～4期

1、2期では重点的に取り組むべき事項・

課題に「がん登録」が整理された。2期と 3

期の間（2013 年）にがん登録推進法が成立

し 2016 年から全国がん登録が開始した。 

3期は、「がん予防」「がん医療の充実」「が

んとの共生」に整理され、がん登録は「がん

医療の充実」に記載された。4期では、「が

ん予防」「がん医療」「がんとの共生」分野に

分かれ、がん登録は「これらを支える基盤」

において「がん登録の利活用の推進」とされ

た。 

②都道府県がん対策とがん登録（栃木県）

栃木県の 1～４期がん対策推進計画とが

ん登録の関係を表 1に示す。 

③47の都道府県がん対策推進計画（4期）

山形県、埼玉県、新潟県、長野県、鳥取県、

広島県、山口県では保健医療計画にまとめ

て掲載していた。都道府県のがんの状況と

して、罹患率・死亡率・相対生存率の指標が

用いられていた。また、地域別の罹患や死亡

を示すものもあり、従前の計画に比べて活

用が進んだ。進行度や小児・AYA世代、就労

者の罹患数を全国がん登録から活用してい

た。「がん登録」はすべての計画に現状把握

として記述され、多くは分野別目標を支え

る基盤として、精度維持向上とともにデー

タの利活用をあげた。

5．考察 
罹患率・死亡率、生存率の引用は、粗・年

齢調整、モデル人口や 75歳未満、院内・全

国がん登録で混乱することが懸念された。

がん対策を評価するためには即時性も重要

で、現状把握・評価において課題であった。 

がん検診については、がん登録を用いた精

度管理を本文に記述するものは限られてい

た。保健医療計画の中では、データの即時

性、罹患率・死亡率の粗・年齢調整、モデル

人口について、他の分野との整合性も必要

と考えられた。 

〈参考．47 都道府県のがん対策推進計画（4 期）〉  2024年 4 月時点 
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全国がん登録の課題と法改正 
―「中間とりまとめ」の内容から 

西野 善一 

金沢医科大学医学部公衆衛生学講座

1. はじめに
全国がん登録の実施や利用、提供等について定め

た｢がん登録等の推進に関する法律｣（がん登録推進

法）は 2016年 1月に施行されたが、同法の附則第 4

条には施行後 5年を目途として必要があるときはが

ん登録等の施策についての検討結果に基づいて必要

な措置を講ずるとされている。これを受けて厚生科

学審議会がん登録部会（がん登録部会）では、全国

がん登録および院内がん登録の現行制度における課

題について 2021年 12月より議論を行い、2023年 10

月に検討結果を｢全国がん登録及び院内がん登録に

係る課題と対応方針中間とりまとめ｣（中間とりまと

め）として公表している(表 1)1)。本稿では中間とり

まとめで取り上げられた課題のうち｢情報の国外提

供に係るルールの整理｣および｢法第 20 条に基づい

て提供された情報の取扱いの見直し｣について述べ

る。 

2. 情報の国外提供に係るルールの整理
全国がん登録が開始される前の地域がん登録事

業においては、各都道府県が CI5（Cancer 

Inciden-ce in Five Continents)プロジェクトや

CONCORDプログラムなどの国際共同研究に参加し匿

名化された個票データを提供してきた。CI5プロジ

ェクトは世界保健機関（WHO）所属の国際がん研究

機関（IARC）と国際がん登録協議会（IACR）により

行われ、世界のがん罹患統計のデータブックである

「５大陸のがん罹患(CI5)」を 5年ごとに刊行して

いる 2）。CONCORDプログラムはロンドン大学衛生熱

帯医学大学院が実施する住民ベースのがん登録に基

づく世界的な生存率解析プログラムであり、がん生

存率を世界的に比較することにより、不平等の要因

を明らかにし、各国のがん対策の優先度を明確にす

ることを目的としている 3）。しかしながら、がん登

録推進法には全国がん登録情報の国外提供について

の明確な規定がないため、国外の研究場所でがん登

録推進法に基づく安全管理措置の実効性が担保され

るかが懸念されて、CI5プロジェクトや CONCORD-4

プログラムにこれまで通りのがん登録情報を提出す

ることができるかが危ぶまれた。 

がん登録部会では、これらの国際協同研究を国

のがん対策の企画立案等に必要な調査研究のための

利用として整理した上で、現行制度における当面の

運用として、法 17条第 1項第 2号に基づき国のが

ん対策の企画立案又は実施に必要ながんに係わる調

査研究のため一定の要件を満たす場合にのみ国外提

供を可能とした（図 1）。しかしながら、この要件

を適用した場合でも、日本と海外の大学、研究機関

との間の国際共同研究（コホートコンソーシアム

統合研究など）における利用は困難である。 

中間とりまとめでは、対応方針として、わが国

のがん医療の質の向上やがん対策の実施などに資

すると認められる場合には、国際機関等に対して

匿名化が行われた全国がん登録情報および都道府

県がん情報の国外提供を可能とするよう、必要な

対応を検討するべきであるとされた。具体的に

は、提供依頼申出者は国内にある者のみ（国外の

利用者単独による申出は不可、国内の申出者との共

同責任のもと利用する場合に限る）とし、国外の利

用者は、日本が加盟する国際機関又は相当の公益性

があると認められる者であって、適正な安全管理体

制や利用者の外形的な信頼性・実績の有無等の要件

表 1 「全国がん登録及び院内がん登録に係る課題と対応 

方針中間とりまとめ」の内容 

46

JACR Monograph No.30 
第２部：第33回学術集会記録



を満たす者とするべきであるとされた 1)。

3. 法第20条に基づいて提供された情報の取扱いの見
直し
医療機関は法第 20 条に基づいて、届出を行った

症例に関する全国がん登録情報（死亡、死因に関す

る生存確認情報を含む）の提供を都道府県から受け

ることができる。特に、死亡、死因の情報は医療の

質の評価における主要なアウトカム指標でありニー

ズが大きい。一方で、提供された情報は法第 30条か

ら第 34 条に基づく厳格な管理を求められており、

このうち法第 32条に基づき保有期間が最長で 15年

とされていることから診療録への転記が認められて

いない。転記を可能にすることは医療者による診療

評価の実施等にあたって有用と考えられることから

関係者の要望は強い。また、現在提供された情報の

第三者への提供は認められていないが、医療機関が

得た生存確認情報を臓器がん登録に提供することが

可能となれば臨床研究の精度向上が期待できる。 

中間とりまとめでは、これらの 20 条提供情報に

ついて診療録への転記等の利活用ができるよう、が

ん登録推進法等の規定の整備を含め、必要な見直し

を行うべきであり、その際、法第 32 条の規定に基

づく保有期間制限についても、実務上の必要性や適

正性を勘案し、必要な見直しを行う必要があるとし

ている。また、第三者提供の在り方や、安全管理措

置等の運用上の留意点についても、併せて整理する

必要があるとされた 1)。 

4. おわりに
これらの課題を根本的に解決するにあたってが

ん登録推進法の改正が論点になると考えられる。そ

の際、改正の内容としては、国外提供については、

がん登録推進法に匿名化された全国がん登録情報の

国外提供の要件を定めた条文を追加、20条提供情報

については法第 30条から第 34条に基づく管理の見

直しや、第三者への提供が可能な要件を定めること

などが想定される。がん登録の利活用を促進するた

め今後の議論の進展が望まれる。 
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Global surveillance of trends in cancer

survival 2000-14 (CONCORD-3): analysis of

individual records for 37 513 025 patients

diagnosed with one of 18 cancers from 322

population-based registries in 71

countries. Lancet 391; 1023-1075, 2018.

図 1 がん登録推進法 17条に基づく国外提供のイメージ

（第 17回厚生科学審議会がん登録部会資料） 
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CI5、CONCORD へ参加して 

田中里奈 

弘前大学大学院医学研究科 

1． 青森県がん登録の登録精度
青森県がん登録は平成元年より登録業務

を開始しています。登録精度は平成 20年罹

患症例まで DCI 割合、DCO 割合ともに 50％

前後でした。平成 21年罹患症例からは遡り

調査を開始し、DCO 割合 5.1％まで改善しま

した。以後、DCO 割合 2％、DCI 割合 3％程

度を維持できております（図 1）。 

国際的にみても悪くない登録精度を維持

できるようになったため、青森県のがんの

現状を国際比較するために 5 大陸のがん罹

患（Cancer Incidence in 5 Continents、

以下 CI5）および CONCORD study へ参加し

ましたので、その際に苦労した点について

ご報告いたします。 

2．CI5 への提出に向けて 
青森県がん登録として CI5 に参加するに

あたり、最も大変だったのが青森県への説

明でした。青森県がん登録は登録業務を青

森県から弘前大学へ委託しています。その

ため、まずは青森県側へ CI5 に参加する許

可を得る必要がありました。また、CI5へ参

加するには IACR （国際がん登録協議会）へ

青森県が会員として加入しなければなりま

せん。すると、県側からいくつかの質問があ

りました。「CI5への参加は本当に必要なこ

とか？」「弘前大学への委託の中でできない

のか？」「会費を県が負担してまで得られる

メリットはあるのか？」「想定される成果に

ついて説明してほしい」「結果があとで公開

されるのであれば、わざわざ参加しなくて

も、その結果と本県の罹患率を比較するだ

けでいいのではないか」といった内容です。

これらの質問に対してお答えした内容は以

下の通りです。「CI5に参加する最大のメリ

ットは、青森県の罹患状況を国際比較でき

ることにある。がん登録情報は単独では役

に立たず、比較することによってはじめて、

がん対策の課題（一次予防、二次予防、三次

予防のどこに問題があるか）が明らかにな

る。比較するためには同じ定義、ルールで数

値を算出する必要がある。CI5 の罹患率は

IARC（国際がん研究機関）が行っているた

め、CI5に参加しなければ、全く同じ水準で

の国際比較はできず、参考値となってしま

う。」ここまでご説明したら、青森県からご

了承いただけました。 

 次に大変だったのは罹患データの準備で

す。罹患データは IACRが提供している Call 

for Data （全 15頁）を基に作成します。英

語で書かれているものなので、まずは日本

語訳し、内容を理解した上で作成する必要

がありました。しかし、広島県の放射線影響

研究所の杉山先生、小田様、原上様が「CI5

提出に向けての準備」と題して参加登録室

図 1 青森県がん登録の登録精度の推移 
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に向けての情報提供を Web で実施してくだ

さいました。さらに、放射線影響研究所の皆

様が作成した資料（提出データを作成する

ためのデータデザイン、都道府県データベ

ースからの変換定義、IARC Toolsマニュア

ル）をご提供いただきました。これらの資料

により、データの作成はあまり難しくはな

く、非常にスムーズに完了することができ

ました。 

3．CONCORD への提出に向けて 
 青森県がん登録として CONCORD に参加す

るにあたり、最も大変だったのは都道府県

データベースからデータを出力することが

できないことでした。ICD-O-3.1から 3.2へ

の移行にあたりデータベース内で不具合が

生じたため、2023 年 1 月 20 日に研究利用

目的データの提供が中止されました。その

後、2019 年罹患症例までについてはデータ

が再構築され、2023年 11 月 24 日に研究利

用目的データの提供が再開されました。こ

のデータを出力できない 10 か月の間に、

CONCORDへの提出締め切りが過ぎてしまい、

提出期限を延長していただく必要がありま

した。 

 長らくデータを利用できず、不安と焦り

が募る日々でしたが、その間にできること

をしていました。CONCORDは研究という側面

が強いので、青森県では、県ではなく弘前大

学として「がん登録等の推進に関する法律」

第 21条第 9項に基づきデータ利用申請をし

ました。その際、データの共同利用者として

CONCORD 側からもデータ利用の誓約書に直

筆サインが必要でしたが、放射線影響研究

所の杉山先生、岩見様が各県からの誓約書

を取りまとめてロンドンへ発送、返ってき

た誓約書を各県へ返送という作業をしてく

ださいました。 

 また、JACRの国際交流委員会、教育研修

委員会の先生方が参加登録室への説明会の

開催や、提出データを作成するための変換

スクリプトを作成し、ご提供いただきまし

た。変換スクリプトは、CONCORD側が提供し

ているプロトコル（全 74頁）を基に、R用

と Stata 用の 2 種類で作成してくださいま

した。このスクリプトがあったからこそ、デ

ータ提供が再開してから提出まで、非常に

迅速に完了できたのだと思います。 

4．さいごに 
 今回、CI5、CONCORDへ参加し、無事にデ

ータ提出までを終えることができたのは、

ご尽力してくださった皆様のお陰です。心

より感謝申し上げます。 

・埼玉県立大学 大木いずみ先生

・国立がん研究センター 松田智大先生

・放射線影響研究所 杉山裕美先生

・大阪国際がんセンター 中田佳世先生

・放射線影響研究所疫学部の皆様

・放射線影響研究所腫瘍登録室（広島県が

ん登録室）の皆様 

・大阪国際がんセンターの先生方

・JACR国際交流委員会の先生方

・JACR教育研修委員会の先生方

・参加登録室の皆様
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市町村民所得により引き起こされるがん年齢調
整罹患率、純生存率の差 

安藤稜晟 1 松坂方士 2 田中里奈 3  

佐々木 賀広 2、3 

弘前大学医学部医学科 1

弘前大学医学部附属病院 医療情報部 2

弘前大学大学院医学研究科 医学医療情報学講座 3

1．背景
市町村民所得は市町村内に所在する企業

及び居住者が報酬、財産所得及び企業所得

の形で受け取った所得をいい、市町村の経

済水準を表す指標のひとつである。がん対

策のうち、がん検診事業は市町村事業であ

り、受診者である市町村民の経済水準によ

る影響は大きい。 

 青森県では、県内総生産（令和 3 年度）

を産業別にみると第三次産業が 76.3％、第

二次産業が 21.0％、第一次産業が 4.4％と

なっている 1。第一次産業の多い自治体では

市町村民所得は低く、第三次産業の多い自

治体では市町村所得が高い傾向にあり、こ

の市町村民所得の差によって、市町村が実

施するがん対策に差が生じている可能性が

考えられる。本研究では青森県で罹患率が

高い大腸がんと胃がんについて、市町村民

所得とがん年齢調整罹患率、純生存率およ

びがん検診受診率の関係を検討し、市町村

の経済水準がこれらに与える影響を明らか

にすることを目的とした。 

2．方法 
青森県がん登録より、2015-2019年がん罹

患症例の提供を受けた。2015-2019年市町村

民所得は青い森オープンデータカタログよ

り得た 1。市町村民所得は市町村の人口で重

みづけし、平均値とした。がん検診受診率は

地域保健・健康事業報告より得た 2。年齢調

整罹患率は平成 27 年モデル人口を使用し

た。市町村民所得と年齢調整罹患率、純生存

率、がん検診受診率の関連はポワソン分布

を仮定した一般化線形モデルにより検討し

た。一般化線形モデルでの共変量は年齢、診

断時病期とした。すべての統計処理は R

（version 4.2.2）を使用した。 

3．結果 
 胃がん、大腸がんとも、市町村民所得が低

い市町村で年齢調整罹患率、純生存率、がん

検診受診率は高く、市町村民所得が高い市

町村では年齢調整罹患率、純生存率、がん検

診受診率は低かった。（図 1、2） 

4．結論 
 地域保健・健康事業報告によるがん検診

受診率は地域の産業構造に大きく影響され、

被雇用者の割合が大きいと受診率が低くな

る。逆に、一次産業従事者や小規模個人事業

主の割合が大きい市町村では受診率が高い。

また、そのような市町村では所得が低く、今

回の結果はそれを裏付けるものと考えられ

た。低所得市町村での高罹患率は早期症例

の掘り起こし効果、高生存率はリードタイ

ム・バイアスとレングス・バイアスが原因と

想定された。ただ、被雇用者の多くが職域で

有効ながん検診を受診している場合には、

受診率と所得の相関は残るものの、罹患率

や生存率と所得との関連はなくなることが 

予想される。そのため、本研究の結果から、

青森県では職域で有効ながん検診が実施さ

れていない可能性が考えられた。青森県や

県内の市町村のがん対策については、職域

のがん検診についても検討し、総合的に評

価していく必要があると考えられた。 
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森オープンデータカタログ.

https://opendata.pref.aomori.lg.jp
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情報サービス. https://gan-

info.pref.aomori.lg.jp/public/inde
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図 1 市町村民所得と年齢調整罹患率、がん検診受診率、 

純生存率の関係（胃がん） 

図 2 市町村民所得と年齢調整罹患率、がん検診受診

率、 
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院内がん登録による生存率と生存把握割合の関
連の検証 

山本真希 
国際医療福祉大学三田病院/事務運営部医事課医療情
報管理室 

1. はじめに
国際医療福祉大学三田病院（以下、当院）は

2005 年に東京都港区に開設された病床数 291

床の急性期病院である。2008年に東京都認定が

ん診療病院の指定を受け、2015年には東京都が

ん診療連携拠点病院の指定を受けている。 

二次医療圏は東京都区中央部であるが、同医

療圏には国立がん研究センター中央病院をは

じめ、国の指定を受けるがん診療連携拠点病院

が 9施設、東京都がん診療連携拠点病院が当院

を含み 4施設、東京都がん診療連携協力病院が

1 施設と、他に類を見ない充実した施設数を有

する地域である。 

当院での院内がん登録数は毎年 1,000例前後

で推移している。 

2. 背景
生存率調査において予後情報の判明率の影

響は大きいと言われている 1)。木下らの先行研

究では、調査対象施設のみの予後調査の場合、

生死不明率は 38％～49％となるが、役場照会に

よる不明率は 0.2％～2.3％とわずかであり、そ

の影響は 8～19％の生存率の差となって表れて

いることが報告されている 1）。これを受け、国

が公表するがん生存率調査は対象全症例につ

いて予後判明率 90％以上の施設の情報しか用

いられておらず 2）、国際的には予後判明率 95％

以上を達成することが望ましいとされている 2)。 

当院では指定を受けた 2008 年より本格的に

院内がん登録を開始し予後調査も全例に対し

実施しているが、当院における治療の中心は急

性期治療であることに加え、医療圏以外からの

受診も多く、追跡状況は十分とは言えず、予後

判明率 90％以上の基準を満たさないために国

が公表する生存率集計対象施設には含まれて

いない。したがって、登録開始以降、当院の登

録症例による生存率は一度も測定されていな

いのが現状である。2016年以降の症例に関して

は、がん登録等の推進に関する法律第 20 条に

基づき、国が把握する生存情報のフィードバッ

クが得られるようになるため、予後追跡の精度

が上がることが期待される。しかしその効果を

確認するためには 2015 年までの実態とともに

生存把握割合による影響を正確に把握してお

く必要がある。 

3. 目的
本研究では、当院の院内がん登録データを用

いた生存率と生存把握割合の測定結果からそ

の関係性を検証し、今後の予後調査業務改善に

つなげることを目的とする。 

4. 方法
公開されている院内がん登録生存率集計報

告書に従い、当院が国立がん研究センターがん

対策情報センターへ提出した 2012 年・2013 年

（以下、5年群）・2015年（以下、3年群）の院

内がん登録予後付き情報を対象に、全がん・5大

がんについて各群の集計対象を抽出、カプラン

マイヤー法により算出した実測生存率と、国立

がん研究センターがん情報サービスで公開さ

れているコホート生存表により算出した相対

生存率を国の同診断年の各生存率と比較した。

解析は IBM SPSS Statistics ver.29.0 を使用

した。 

なお、倫理上の配慮として国際医療福祉大学

大学院、および国際医療福祉大学三田病院の倫

理審査委員会の承認を受けて実施した。 

5. 結果
5 年群の実測生存率は国に比べ 17.8 ポイン

ト、相対生存率は 20.0 ポイント高くなった。

生存把握割合は 25.8 ポイント低く、最も低い

項目は 80～99歳女性であった。 3年群の実測

生存率は 6.3ポイント、相対生存率は 6.4ポイ
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ント高く、実測生存率 ・相対生存率に大きな差

はなかった。生存把握割合は 11.7 ポイント低

く、最も低かった項目は外科的手術結果が原発

巣非治癒切除であった。追跡期間の延長により

生存把握割合が低くなることは明らかとなっ

たが、5 年群・3 年群とも生存把握割合の最も

低い項目と実測生存率の差が最も大きな項目

に一致は見られず規則性は見いだせなかった。 

6. 考察
生存把握割合について、先行研究では最大で

50％台 1）であるのに対し、当院では 70～80％台

であり、院内がん登録の定義の明確化や制度整

備が進んだことの表れであろうと思われた。 

実測生存率・相対生存率について、追跡期間

の長期化により生存率の差が大きくなること

は共通するが、着目すべきは測定条件により結

果が一定ではないことであり、先行研究を立証

した形となったと考えられる。 

7. 研究の限界と今後の展望
本研究は当院単施設のみの調査であり、予後

調査支援事業や地域がん登録等の施設外情報
を加味した生存把握割合の変化による生存率

への影響を測ることはできない。また、当院で

は、院内がん登録の初回登録時の登録対象につ

いて 2018 年診断症例から方針を変更し、セカ

ンドオピニオン目的や病期精査のためのＰＥ

Ｔ検査目的のみの症例を登録対象から除外し

ているため、これらを含む本研究調査対象年と

2018 年以降の症例では生存率集計対象の全体

に占める構成割合は大きく変化することが見

込まれることから、今後継続してその変化を見

ていく必要がある。 

8. 結論
生存率は生存把握割合の他、症例数による影

響も考慮する必要があることが明らかとなっ

た。また、単年解析でも施設の傾向を把握する

手段としては有効であり、特に生存把握割合の

低い項目が明確となることで予後調査におけ

る注意点を把握することにつながった。しかし、

生存把握割合の向上には更に詳細な分析が必

要である。 

引用文献 
1) 木下洋子，味木和喜子，木下典子ら．がん専

門施設における生存率計測の標準化．癌の臨床

2000：46（10）：1197-1203 

2) 国立がん研究センター がん対策情報セン

ターがん登録センター 院内がん登録分析室．

2021．がん診療連携拠点病院等 院内がん登録

2012-2013年 5年生存率集計報告書． 

https://ganjoho.jp/public/qa_links/report

/hosp_c/hosp_c_reg_surv/pdf/hosp_c_reg_su

rv_all_2012-2013.pdf 2022.5.13 

図 1. 集計対象内訳と生存率比較抜粋 

 図 2. 5 大がんの生存把握割合と実測生存率抜粋 
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全国がん登録の全数登録の質を担保するための
重複点検作業を軽減する症例検索モデルの利用
可能性 

小原仁１ 平岡紀代美２ 

久留米大学医学部医療検査学科１

姫路医療センター診療部医療情報管理２

１．目的 
全数登録が義務付けられている全国がん登

録では、自施設のがん登録に未登録症例が存在

しないことを客観的に証明することは難しい。

そこで、重複点検のプロセスを経ることで、自

施設の全数登録の質を担保することになるが、

この作業負担が課題となる。本研究では、登録

候補症例を簡便に検索可能な統計モデルを用

いて、症例検索に係る二重点検の効果と利用可

能性を評価した。 

２．方法 
対象は姫路医療センターの 2017 年症例とし

た。症例検索の対象となる全症例に症例検索モ

デルを適用し、登録症例に該当する予測確率を

付与した未登録候補症例群を選別した。次に当

該候補症例群から無作為に 300例を抽出し、診

療記録をもとに登録対象の有無を再確認した。

効果検証の指標については、二重点検の対象と

なる症例数の軽減割合と未登録症例の存在割

合とした。 

３．結果 
2017 年症例における症例検索の対象数は

11,950 件であった。そのうち、再確認を要する

未登録候補症例数は 1,326件（11.1％）であっ

た。無作為抽出された症例を再確認した結果、

5.7％（17件/300件）の未登録症例が存在した。

登録症例確率の水準で 4 分割した区分の症例

数と未登録症例割合は、登録症例確率の高い区

分からそれぞれ、23 件（13.0％）、59件（5.1％）、

64件（7.8％）、154 件（3.9％）となっていた。 

４．結論 
本研究で実施した二重点検では、がん登録実

務者と症例検索モデルが同じ判定となった登

録対象群と非登録対象群、そしてどちらか一方

が登録対象群に判定した群を加えた４つの群

のいずれかに選別される。我々は症例検索モデ

ルの一方が判定した登録症例群を再確認の対

象とした。これは全体のうちの約 9割の症例の

再確認作業が軽減されたことを意味する。また

再確認の対象のなかには、未登録症例が含まれ

ていた。この多くはケアレスミスによる未登録

症例であり、全数登録の質を担保するには、効

率的な重複点検法の構築が必要であることが

示された。 
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表１ 奨励検索モデル（ロジスティック回帰モデル）の 

説明変数と回帰係数 

図 1 当該奨励検索モデルの ROC曲線と AUC 症例予測確率の計算式 

症例検索モデルの概要 

図 2 症例検索モデルを用いた二重点検のフロー図 図 3 症例検索モデルを用いた未登録症例の再確認結果

評価方法と結果の概要 
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国立病院機構関東信越グループ有志における 
がん患者体験調査の状況報告と今後の調査に 
あたっての提言 

山口千春 

独立行政法人国立病院機構 千葉医療センター 

1．背景
2023年度に国立研究開発法人国立がん研

究センター（以下、「国立がん研究センター」

と略）による第 3 回がん患者体験調査（以

下、「体験調査」と略）が実施された。すべ

てのがん診療連携病院等に参加の可否を尋

ねるなど、過去 2 回に比して大規模なもの

となった。当院が所属する国立病院機構で

も複数の病院が対象となった。 

2．目的 
そこで、体験調査について他施設の状況

も把握し、現場で感じた課題から次回以後

の調査への提言を行うことにした。 

3．方法 
対象施設は、2023年時点でがん診療連携

拠点病院であった国立病院機構関東信越グ

ループ内の 7 施設である。メールによりア

ンケート調査を依頼し、回答を得た。調査内

容は、選択肢で 6問、自由記載で 2問の質 

Q5.「参加可否について院内で出た意見や質問」 

［対象者の選定について］ 

◆患者から事前に了承を受けるべき

・調査することは必要だが。

・患者から（主治医に）クレームが来たら対応 

しきれない。 

・手渡しした方がトラブルが少ない。

◆死亡患者は除外すべき

・死亡した人の名前で郵便物が届くこと自体

が遺族にダメージになる。

［調査内容について］ 

・体調が悪い患者に回答できる分量ではない。 

・学歴まで質問するのは失礼ではないか。

問と、選択した回答により枝番での質問を 2

問行った。選択式の質問は項目ごとに割合

を算出し（学術集会当日のスライドでは割

合をグラフで表したが、本稿では割合では

なく実数で記した）、自由記載はカテゴリー

ごとに分類した。 

4．倫理的配慮 
アンケート調査を依頼するにあたり、当

学術集会で結果を発表すること、各回答と

施設名は紐づけないこと、協力施設を一覧

として公表することを明記し、回答をもっ

て了承を得たとみなした。 

5．結果 
3病院からの回答を得た（回答率 42.9％）。 

Q1.「体験調査に参加したか否か」―全施

設が参加していた。Q2.「倫理審査に諮った

か否か」―全施設が実施していなかった。

Q2-2.「諮っていない場合の決済」―院内で

開催されているがん診療連携拠点病院運営

委員会１、院長２。Q3.「過去に体験調査が

行われたこと」―知っていた２、知らな 

かった１。Q4.「今回の調査内容や過去の調

査結果を確認したか」―今回の調査内容と

過去の調査結果の両方を確認 1、今回の内容

のみ確認 2。Q5.「参加可否について院内で

出た意見や質問」―対象者の選定と調査内

容について意見や質問が出された（詳細別 

Q8. 「がん患者体験調査についての意見」 

［担当者の負担が大きい］ 

◆担当医が確認するためのリスト作成、担当

医への説明等に時間を要した。

◆国立がん研究センターからのリスト配布が

遅く、確認から提出までの期間が短かった。 

［説明資料が欲しい］ 

◆院内での議論をスムーズにするために、

集計結果だけではなく、提言や施策に反映

されたもの等の実績を示して欲しい。

図 1  Q5 と Q8 の詳細 
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掲）。Q6.調査対象者からの連絡が来たか否か―来

た 1、来なかった 2。Q6-2.「連絡が来た」場合の

概要―患者死亡のため（回答を）拒否する、旨の電

話連絡があった。その他、国立がん研究センター

を通じて、本人死亡のため今後は送付しないよう

に、との連絡があった。Q7.「調査結果を活用する

か」―活用する 2、報告書が来てから考える 1。Q8.

「がん患者体験調査についての意見」―担当者の

負担が大きいことと説明資料が欲しいことが意見

として出された（詳細別掲）。 

6．考察 
過去に体験調査が実施されたことを知らない施

設があったことから、今まで周知が不充分であっ

たと考えられる。しかし、今回、幅広く実施したこ

とが、周知の契機になったと考えられる。 

患者からの質問やクレームは事前の懸念よりも

少なく、院内での医師からの質問やクレームが多

かった。院内での説明に苦労をしている施設があ

ること、調査に参加するにあたり、活用の具体例

があると院内での討議がスムーズになるとの意見

があることから、体験調査の活用事例、実績の周

知とそのための資料が必要と考える。 

また、国立がん研究センターの連絡先を記載し

ていても、直接、施設へ連絡があった事例もあり、

患者との関係性を考えるならば、今後も起こり得

ることと考える。このことからも、施設での窓口

となっている担当者が説明しやすい資料の提供が

必要と言えるだろう。 

設問の分量については、若年の健康な人とは回

答に要する時間が異なることから再考の必要があ

ると考える。 

7．研究の限界 
アンケート回答数が３施設と少数であったこと

から、今回の結果が普遍的とまでは言えない。 

Q1. がん患者体験調査に参加したか否か 
a. 参加した b. 参加していない

Q2. 倫理審査に諮ったか否か 
a. 諮った      b. 諮っていない
Q2-2. 「ｂ. 諮っていない」と回答した場合。

決裁はどこで（誰が）行ったか 
a. 委員会（委員会名＿＿＿＿）
b. 院長
c. 事務部長
d. 経営企画室長
e. がん診療部長等がん登録の責任者
f. その他（具体的に＿＿＿＿）

Q3. 過去 2 回調査が行われたことを知っているか 
否か 

a. 知っていた b. 知らなかった
Q4. 参加可否を決めるにあたり、今回の調査内容や 

過去の調査結果を確認したか 
（１）今回の調査内容 （２）過去の調査結果

a.（１）（２）両方を確認
b.（１）のみ確認
c．（２）のみ確認
d. どちらも確認していない

Q5. 参加可否を決めるにあたり、院内で出た意見や 
質問 

Q6. 調査対象者からの連絡が来たか 
（質問、クレーム、報告等） 

a. 来た     ｂ. 来なかった 
 Q6-2. 「a. 連絡が来た」と回答した場合。 

その概要 
Q7. 調査結果がまとめられたら、活用するか 

a. 活用する予定
b. 活用しない予定
c. 報告書が来てから考える
d. その他（具体的に＿＿＿＿＿）

Q8. がん患者体験調査についての意見（自由記載） 

８．結語 
今回、体験調査の実施について、国立病院機構

関東信越グループ内の状況把握を行った。現場の

課題として、担当者の過負担があった。次回以後

の調査にあたり、担当者が院内で説明するための

資料提供―過去の体験調査実績の公開、リスト配

布から回収までの充分な時間の確保、設問内容・

分量の検討の必要があると考える。 

また、死亡患者を対象とすることについては、

臨床現場からの反対意見も多く、再考の必要があ

ると考える。 

利益相反：なし 

図 2 アンケート調査の内容 
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 ＪＡＣＲ活動資料 

  



 



日本のがん登録をめぐる足跡（年表） 

 

 

 

日本のがん登録をめぐる足跡 

 

1951 年 ・わが国初の地域がん登録が宮城県内で開始 

1954 年 ・日本で初めて地域がん罹患率が報告される 

1957 年~58 年 ・広島市（1957 年）と長崎市（1958 年）の医師会が 

原爆傷害調査委員会（現、公益財団法人放射線影響研究所）の協力を得て腫瘍登録を開

始 

1962 年 ・大阪府と愛知県で地域がん登録が開始 

1970 年代 ・神奈川県（1970 年）、鳥取県（1971 年）、北海道（1972 年）、高知県（1973

年）、 山形県（1974 年）、千葉県（1975 年）で地域がん登録が開始 

1975 年 ・厚生労働省の支援を受けて地域がん登録研究班が発足 

1979 年 ・国の第 4 次悪性新生物実態調査で初めて地域のがん 3 年生存率が公表される（13 道府

県） 

1983 年 ・老人保健法公布に伴う、国庫補助の開始 

（それまで 14 道府県で実施されていた地域がん登録制度が多くの自治体に急速に広がる） 

1984 年 ・第 8 回国際がん登録学会が福岡市で開催される 

1989 年 ・国の第 5 次悪性新生物実態調査に 1 道 1 府 14 県 2 市のがん登録が参加 

1992 年 ・地域がん登録全国協議会（JACR）が大阪で発足 

1995 年 ・JACR モノグラフが創刊される（以後年 1 回刊行） 

1996 年  ・地域がん登録研究班が「がん登録個人情報保護」ガイドラインを発表 

1998 年 ・補助金の一般財源化がん登録は、都道府県の自主性に委ねられる  

2002 年８月 ・健康増進法公布 がん登録を国及び地方公共団体の努力義務と規定 

2004 年 4 月 ・第 3 次対がん 10 か年総合戦略が始まる。「がん予防対策のためのがん罹患・死亡動向の実態 

握の研究」班（祖父江班長）による 15 府県に対しての支援体制が開始 

 

2005 年 9 月 ・JACR が「地域がん登録における機密保持に関するガイドライン」を刊行する（大島明理事長） 

2006 年 6 月 ・がん対策基本法公布 

2006 年 10 月 ・国立がんセンターがん対策情報センターがん情報・統計部地域がん登録室の開設 

2007 年 4 月 ・がん対策推進協議会が発足 がん対策推進基本計画が公表される 

・ がん対策基本法の理念に基づきがん診療連携拠点病院の指定が開始 

（これによりがん罹患の届出件数が全国的に急増する） 

 

2010 年１月 ・JACR が NPO 法人となる 

2010 年 10 月 ・第 32 回国際がん登録学会（横浜市）を、国立がん研究センターと JACR が共催する 

 



日本のがん登録をめぐる足跡（年表） 

 

 

 

2012 年  ・がん対策推進協議会にて次期がん対策推進基本計画が策定され、がん登録の更なる推進が

明記される 

・JACR ががん登録の法制化を要望する意見書を厚労大臣らへ提出 

・宮崎県と東京都を最後に、全国 47 都道府県で地域がん登録事業が実施される体制に 

・国際がん研究機関（IARC、リヨン）が発刊する、「5 大陸のがん罹患」第 1０巻に、 宮城、新

潟、福井、愛知、大阪、広島、佐賀、長崎のデータが掲載。宮城は、 第 1 刊から連続 10 回の

掲載となる。 

 

2013 年 ・「がん登録推進法」が成立（12 月 6 日） 

2015 年 ・ JACR が安全管理措置モニタリング事業を開始 

2016 年 1 月 ・「がん登録推進法」が施行。地域がん登録は国の事業となる。 

2016 年 ６月 ・地域がん登録全国協議会は日本がん登録協議会と改名。 

2016 年 9 月 ・JACR が朝日がん大賞を受賞 

2016 年 10 月 ・JACR は国立がんセンターからの受託業務として、都道府県のがん中央登録室・職員を対象とし

た安全管理措置モニタリング事業を開始 

2017 年６月 ・全国がん患者連合会と JACR が J-CIP プロジェクト協定書を締結 

 

2018 年 1 月 ・日本からは宮城、秋田、山形、栃木、群馬、茨城、神奈川、新潟、福井、山梨、愛知、大阪、

兵庫、広島、愛媛、佐賀の 16 府県が参加した、CONCORD-3 の結果の論文が LANCET に掲

載 

2018 年 11 月 ・JACR が認定 NPO 法人となる 

2019 年 1 月 ・がん登録推進法に基づく初めての集計値が厚労省から公表される 

2023 年 10 月   ・国際がん研究機関（IARC、リヨン）が発刊する、「5 大陸のがん罹患」第 12 巻に、青森、宮城、

秋田、群馬、愛知、大阪、広島、全日本のデータが掲載。がん登録推進法施行以来初めての全

国がん登録情報を含む海外共同研究。 

 



 

 

JACR の状況（２０２5年 2月１日時点） 

 

■団体正会員（都道府県等）：47 都道府県 1 市 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、 

長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根

県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮

崎県、鹿児島県、沖縄県、広島市 

 

■団体正会員（病院等関連団体等）：10 団体 

大阪医科大学、 大阪医科大学附属病院、 桐生厚生総合病院、 群馬県立がんセンター、 高崎総合医療センター、

琉球大学病院がんセンター、群馬大学医学部附属病院、四国がんセンター院内がん登録室、愛知県がんセンター、 

岡山医療センター 

 

■個人正会員（26 名） 

岡本 直幸様、 猿木 和久様、 田中 英夫様（他 23 名） 

 

■団体賛助会員（25 団体） 

（公社）日本医師会、 東京海上日動あんしん生命保険（株）、 東京海上日動火災保険（株）（4 口） 

アフラック生命保険（株）（3 口） 

味の素（株）、（一社）全日本コーヒー協会、（株）レナテック、（公社）日本歯科医師会、 三井住友海上あいお

い生命（株）、富士フイルムメディカル（株）、（株）ファーマインターナショナル（2 口） 

アストラゼネカ（株）、 (一社)群馬県病院協会、（株）キャンサースキャン、（公財）日本対がん協会、 

サイニクス（株）、大鵬薬品工業（株）、第一三共（株）、武田薬品工業（株）、 中外製薬（株）、 

ノバルティスファーマ（株）、 ファイザー（株）、 メルクバイオファーマ（株）、 MSD（株）、（公社）日本薬剤師会

（1 口） 

 

■個人賛助会員（5 名） 

戸井田 睦美様（他 4 名） 

  



 

 

 

 

■役員（役職別 50 音順、敬称略） 

理事長 西野 善一 金沢医科大学 

副理事長 大木 いずみ 埼玉県立大学 

宮代 勲 大阪国際がんセンター 

理事 伊藤 秀美 愛知県がんセンター研究所 

伊藤 ゆり 大阪医科薬科大学 

片山 佳代子 群馬大学 

金村 政輝 宮城県立がんセンター研究所 

猿木 信裕 群馬県衛生環境研究所 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

寺本 典弘 四国がんセンター 

中林 愛恵 島根大学 

増田 昌人 琉球大学病院がんセンター 

松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

監事 茂木 文孝 （公財）群馬県健康づくり財団 

顧問 

 

岡本 直幸 株式会社レナテック 

田中 英夫 大阪府寝屋川市保健所 

鶴田 憲一 衛生部長会名誉会長 

 

■各種委員会（役職別 50 音順、敬称略） 

学術委員会 宮代 勲 委員長 / 副理事長  大阪国際がんセンター 

片山 佳代子 理事 

 

群馬大学 

寺本 典弘 四国がんセンター 

中林 愛恵 島根大学 

 梶原 麻里 専門委員 London School of Hygiene 

and Tropical Medicine  森島 敏隆  大阪国際がんセンター 

安全管理委員会 金村 政輝 委員長 / 理事 宮城県立がんセンター研究所 

西野 善一 理事長 金沢医科大学 

大木 いずみ 副理事長 

 

埼玉県立大学 

伊藤 秀美 理事 愛知県がんセンター研究所 

茂木 文孝 監事 （公財）群馬県健康づくり財団 

森島 敏隆 専門委員 大阪国際がんセンター 

広報委員会 松坂 方士 委員長 / 理事 弘前大学医学部附属病院 

片山 佳代子 理事 

 

群馬大学 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

中林 愛恵 島根大学 

尾瀬 功 専門委員 愛知県がんセンター研究所 

阪口 昌彦 大阪電気通信大学 

田中 里奈 弘前大学医学部附属病院 



 

 

教育研修委員会 伊藤 秀美 委員長 / 理事 愛知県がんセンター研究所 

大木 いずみ 副理事長 埼玉県立大学 

金村 政輝 理事 

 

宮城県立がんセンター 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

伊佐 奈々 専門委員 琉球大学病院がんセンター 

海崎 泰治  福井県立病院 

大塚 理可 岡山大学病院 

小塚 祐司 三重大学医学部附属病院 

佐藤 雅子 秋田県総合保健事業団 

田中 里奈 弘前大学医学附属病院 

寺本 典弘 四国がんセンター 

中林 愛恵 島根大学 

松本 吉史 大阪医科薬科大学病院 

国際交流委員会 杉山 裕美 委員長 / 理事 （公財）放射線影響研究所 

伊藤 ゆり 理事 大阪医科薬科大学 

松坂 方士  弘前大学医学部附属病院 

梶原 麻里 専門委員 London School of Hygiene 

and Tropical Medicine 中田 佳世 大阪国際がんセンター 

J-CIP 委員会 伊藤 ゆり 委員長 / 理事 大阪医科薬科大学 

伊藤 秀美 理事 愛知県がんセンター研究所 

片山 佳代子 群馬大学 

猿木 信裕 群馬県衛生環境研究所 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

寺本 典弘 四国がんセンター 

増田 昌人 琉球大学病院がんセンター 

阪口 昌彦 専門委員 大阪電気通信大学 

基盤整備委員会 

 

猿木 信裕 委員長 / 理事 群馬県衛生環境研究所 

西野 善一 理事長 金沢医科大学 

大木 いずみ 副理事長 埼玉県立大学 

伊藤 ゆり 理事 大阪医科薬科大学 

片山 佳代子  群馬大学 

阪口 昌彦 専門委員 大阪電気通信大学 

 



 

 

 

 

表彰制度 

 

（1）藤本伊三郎記念がん登録学術奨励賞 

2012 年度から 2021 年まで設けられた表彰制度「日本がん登録学術奨励賞」を引継ぎ、「藤本伊三郎賞」（2021 年

終了）とは別の表彰制度として 2022 年（受賞年：令和 3 年度）から実施する。 

受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 回 受賞者 所属※ 

令和 5 年 第３回 ― ― 

令和 4 年 第 2 回 中林 愛恵 島根大学医学部附属病院 

令和３年 第１回 ― ― 

 

（2）学術奨励賞 

がん記述疫学の研究分野で優れた研究業績のある 50 歳以下の研究者を対象とする。（2022 年から藤本伊三郎記

念がん登録学術奨励賞に統合） 

 受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 回 受賞者 所属※ 

令和 2 年 第 10 回 森島 敏隆 大阪国際がんセンター 

令和 元年 第 9 回 松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

平成 30 年 ― ― ― 

平成 29 年 第 7 回 伊藤 秀美 愛知県がんセンター研究所 

中田 佳世 大阪国際がんセンター 

平成 28 年 第６回 田淵 貴大 大阪国際がんセンター 

平成 27 年 ― ― ― 

平成 26 年 第４回 伊藤 ゆり 大阪府立成人病センター 

平成 25 年 第３回 片野田 耕太 国立がん研究センター 

平成 24 年 第２回 杉山 裕美 放射線影響研究所 

平成 23 年 第１回 松田 智大 国立がん研究センター 

 

（3）藤本伊三郎賞 

国際がん登録学会など、JACR が指定する国際学会において、がん記述疫学・がん対策の研究分野で優秀な研究発表

を行った 45 歳以下の者を対象とする。 （2021 年終了） 

これまでの受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 受賞者 所属※ 

令和 2 年 ― ― 



 

 

令和元年 碓井 喜明 愛知県がんセンター 

中田 佳世 大阪国際がんセンターがん対策センター 

平成 30 年 ― ― 

平成 29 年 田中 里奈 弘前大学大学院医学研究科 

福井 敬祐 大阪国際がんセンター 

平成 28 年 松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

中川 弘子 愛知県がんセンター研究所 

平成 27 年 堀 芽久美 国立がん研究センター 

平成 26 年 伊藤 ゆり 大阪府立成人病センター 

松坂 方士 弘前大学大学院医学研究科 

 

（4）がん登録実務功労者表彰 

全国（地域）・院内がん登録の実務経験が 3 年以上あり、全国（地域）・院内がん登録で功績をあげた者、今後の

活躍が期待できる者、データ活用、がん対策に貢献した者を対象とする。 

受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時    *院内がん登録表彰 **地域・院内がん登録表彰 

受賞年 受賞者 所属※ 

令和 5 年 加村 菜月 島根県立中央病院 

 佐々木 夏美 浜田医療センター 

 名原 陽子 松江市立病院 

 引野 美貴子 松江赤十字病院 

 三上 節子 放射線影響研究所 

令和 4 年 泉 礼典 青森労災病院 

田澤 百合子 青森県立中央病院 

田中 志依 むつ総合病院 

相馬 郁子 三沢市立三沢病院 

坪 浩史 国保黒岩病院 

臼井 由美子 千葉県がんセンター研究所 

宮下 佳也子 東京都福祉保健局 

梅田 弘美 岐阜県総合医療センター 

野崎 彩乃 公益財団法人放射線影響研究所 

松木 美保 愛媛大学医学部附属病院 

水藤 薫 公益財団法人放射線影響研究所 

令和 3 年 柿﨑 裕則 東京都福祉保健局 

赤羽 昌昭 長野県がん登録室 

岩下 由布子 長野県がん登録室 

松原 真紀 長野県がん登録室 

西村 幸恵 愛知県健康福祉部 

久馬 麻希 大阪国際がんセンター 

佐々 美佐紀 公益財団法人放射線影響研究所 

葛西 憲子* 弘前大学医学部附属病院 



 

 

 

 

三國 裕子* 青森県立中央病院 

鈴木 信行* 日本赤十字社愛知医療センター 

長谷川 篤美* 小牧市民病院 

原 加奈子* 大阪国際がんセンター 

舩越 美華* 鳥取大学医学部医事課 

令和 2 年 下田 友美 栃木県立がんセンター 

古内 佳帆里 栃木県立がんセンター 

古川 佳美 千葉県立がんセンター研究所 

今井 香織 神奈川県立がんセンター臨床研究所 

伊藤 沙織 公益財団法人放射線影響研究所 

紺田 真微 公益財団法人放射線影響研究所 

野口 智佳 長崎県がん登録室 

亀山 晃恵* 群馬県立がんセンターがん登録室 

越智 恵* 住友別子病院 

田村 純子* 松山赤十字病院 

矢野 幸子* 済生会今治病院 

山田 恵子* 元・市立宇和島病院 

菊地 康子** 栃木県立がんセンター 

令和元年 米山 晶子 山梨県がん登録室 

林 美希子 公益財団法人放射線影響研究所 

齊藤 真美** 国立病院機構北海道がんセンター 

平成 30 年 河内 加代 群馬県健康づくり財団がん登録室 

平岩 愛 愛知県がん登録室 

森脇 宏子 公益財団法人放射線影響研究所 

野口 真理 高知大学医学部附属病院 

林田 正信 長崎県がん登録室 

伊佐 奈々* 琉球大学医学部附属病院 

平成 29 年 上村 吉作 東京都がん登録室 

髙橋 志保子 千葉県がんセンター 

小井手 佳代子 愛知県がんセンター研究所 

原上 沙織 放射線影響研究所 

安倍 由香里 大分県福祉保健部 

梅本 礼子* 山陽女子短期大学 

中林 愛恵** 島根大学医学部附属病院 

平成 28 年 池田 映子 岩手県医師会成人病登録室 

原田 桃子 秋田県総合保健事業団 

只野 恭子 栃木県立がんセンター 

江口 高子 千葉県がんセンター研究所 

船戸 静子 千葉県がんセンター研究所 

伊藤 桂 放射線影響研究所疫学部腫瘍組織登録室 

西森 京子 四国がんセンター 

平成 27 年 川村 麻美 弘前大学医学部附属病院 



 

 

稲田 潤子 千葉県がんセンター研究所 

高峰 友紀子 千葉県がんセンター研究所 

石田 理恵 大阪府立成人病センター 

岡元 かおり 大阪府立成人病センター 

大塚 理可 岡山大学病院医事課（岡山県がん登録室） 

片山 康子 放射線影響研究所疫学部腫瘍組織登録室 

坂本 雅美 長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

山口 智子 長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

平成 26 年 新藤 啓子 山梨県福祉保健部健康増進課 

平成 25 年 菅野 京子 一般社団法人岩手県医師会 

田中 直美  群馬県健康づくり財団 

小平 良子 岐阜県健康福祉部保健医療課 

河村 知江子 三重大学医学部附属病院 

砂本 三智夫 （公財）放射線影響研究所広島研究所 

永吉 明子  長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

西郡 典子  大分県福祉保健部健康対策課 

平成 24 年 佐藤 雅子 秋田県総合保健事業団 

鷹箸 淳子 栃木県立がんセンター 

山口 通代 愛知県健康対策課がん対策グループ 

中村 さおり （公財）放射線影響研究所広島研究所 

 

（5）都道府県がん登録実務功労賞 

各県のがん登録室を対象とする。Gold は CONCORD・CI5 参加府県、Silver は MCIJ A 基準を満たす県と、2 つの

基準を設けて都道府県のがん登録室の表彰を行う。 

平成 30 年度 

Gold 受賞県 ― 

 

 

Silver 受賞県 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県 

愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、島根県、鳥取県、岡山県 

広島県、山口県、徳島県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県 

鹿児島県、沖縄県 

平成 29 年度 

Gold 受賞県 宮城県、秋田県、山形県、栃木県、群馬県、茨城県、神奈川県、新潟県、福井県、山梨県 

愛知県、大阪府、兵庫県、広島県、愛媛県、佐賀県 

Silver 受賞県 北海道、青森県、宮城県、埼玉県、静岡県、長野県、岐阜県、石川県、滋賀県、三重県 

奈良県、和歌山県、島根県、鳥取県、岡山県、山口県、香川県、徳島県、高知県、福岡県 

長崎県、大分県、熊本県、鹿児島県 

 



  

 

学術集会の開催履歴 

 

開催日 回 開催地 大会長 

平成 4 年 12 月 10 日 第 1 回 大阪市 藤本 伊三郎 

平成 5 年 10 月 8 日 第２回 仙台市 高野 昭 

平成 6 年 9 月 21 日 第３回 広島市 馬淵 清彦 

平成 7 年 9 月 21 日 第４回 山形市 佐藤 幸雄 

平成 8 年 9 月 20 日 第５回 長崎市 池田 高良 

平成 9 年 9 月 12 日 第６回 千葉市 村田 紀 

平成 10 年 9 月 4 日 第７回 名古屋市 田島 和雄 

平成 11 年 9 月 14 日 第８回 神戸市 石田 輝子 

平成 12 年 9 月 14 日 第９回 横浜市 岡本 直幸 

平成 13 年 9 月 14 日 第１０回 大阪市 大島 明 

平成 14 年 9 月 13 日 第１１回 米子市 岸本 拓治 

平成 15 年 9 月 12 日 第１２回 福井市 藤田 学 

平成 16 年 9 月 2 日 第１３回 仙台市 辻 一郎 

平成 17 年 9 月 2 日 第１４回 東京都 祖父江 友孝 

平成 18 年 9 月 1 日 第１５回 山形市 松田 徹 

平成 19 年 9 月 7 日 第１６回 広島市 児玉 和紀 

平成 20 年 9 月 12 日 第１７回 長崎市 関根 一郎 

平成 21 年 9 月 4 日 第１８回 新潟市 小松原 秀一 

平成 22 年 10 月 15 日 第１９回 横浜市 岡本 直幸 

平成 23 年 9 月 15 日 第２０回 千葉市 三上 春夫 

平成 24 年 6 月 8 日 第２１回 高知市 安田 誠史 

平成 25 年 6 月 14 日 第２２回 秋田市 加藤 哲郎 

平成 26 年 6 月 13 日 第２３回 津市 中瀬 一則 

平成 27 年 6 月 11 日 第２４回 前橋市 猿木 信裕 

平成 28 年 6 月 3 日 第２５回 金沢市 西野 善一 

平成 29 年 6 月 9 日 第２６回 松山市 寺本 典弘 

平成 30 年 6 月 13 日 第２７回 那覇市 増田 昌人 

令和元年 6 月 19 日 第２８回 札幌市 高橋 將人 

令和２年 6 月 4 日 第２９回 宇都宮市（WEB 開催） 大木 いずみ 

令和 3 年 6 月 9 日 第３０回 東京都（WEB 開催） 田渕 健 

令和 4 年 6 月 2 日  第３１回 松本市（WEB 開催） 小泉 知展 



 

令和 5 年 6 月 8 日 第３２回 青森市 斎藤 博 

令和 6 年 6 月 13 日 第３３回 出雲市 田村 研治 

令和 7 年 6 月 5 日 第３４回 名古屋市 伊藤 秀美 

令和 8 年 6 月予定 第３５回 米子市 尾崎 米厚 
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（1） NEWSLETTER 

No.1～ No.56（1997 年度～2024 年度） 
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（2） JACR Monograph 

No.1～No.29（1994 年度～2023 年度） 
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2012 年出版 
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     2023 年 1 月発行 

 

 



JACR モノグラフ 投稿規程  
2024 年 10 月 1 日修正版  

  

１．対象とする論文の学術領域  

JACR モノグラフは、以下に関する論文の投稿を歓迎します。  

① 全国がん登録や地域がん登録資料を活用したがんの記述疫学研究  

② 人口動態死亡情報等の政府統計資料を用いた、がんの記述疫学研究  

③ 院内がん登録資料を用いた病院のがん医療機能の評価に関する研究  

④ がん対策の企画、立案、モニタリング、評価に関する政策的研究  

⑤ がん登録事業の充実や、資料の利活用の促進を図るための法社会科学および情報科学的研究  

⑥ がん登録資料との記録照合の結果を用いたコーホート研究  

⑦ その他の国際協同研究を含めたがんの記述疫学的研究  

  

２．投稿受付期間  

当該年度に発行されるモノグラフの投稿受付期限は、同一年度の 9 月 30 日までとします。  

  

３．投稿論文の種類と原稿のスタイル  

(1) 原著  

1) タイトルページ ①タイトル、②著者名、③著者の所属施設、④Corresponding author 名とその連絡先（住所、電話

番号、FAX 番号、電子メール）、⑤論文の種類、⑥要旨と本文それぞれの文字数  

2) 要旨 800 字以内。構造化（目的、方法、結果、結論）が望ましい。  

3) 本文 「1．はじめに」、「2．方法」、「3．結果」、「4．考察」で構成するが、必要に応じ、2.(1),1)と、群小化して良い。

必要に応じ、謝辞を「4．考察」の後につける。謝辞を含め、6000 字以内とする（改訂稿についてはその限りで

ない）。 

4) 図表は、合計 8 つまでとする。引用文献は、30 編までとする。  

(2) 総説・提言  

1) タイトルページ 原著論文に同じ。  

2) 要旨 800 字以内。  

3) 本文 内容に応じ、適宜構造化を図る。謝辞を含め、8000 字以内とする。  

4) 図表は合計 6 つまでとする。引用文献は、60 編までとする。  

(3) がん登録事業活動報告  
登録精度や即時性の向上などに関するユニークな取り組みとその効果評価、広報活動、実務担当者への教育研修活

動など、他県の取り組みの参考になると考えられる活動の紹介。  

1) タイトルページ 原著論文に同じ。  

2) 要旨 400 字以内。  

3) 本文 内容に応じ、適宜、構造化を図る。謝辞を含め、4000 字以内とする。  

4) 図表は合計 6 つまでとする。引用文献は、10 編までとする。  

 

４．投稿原稿の執筆要領  

(1) MS Word（ver.2021 以降）を使って日本語で作成する。数字及びアルファベットは原則として半角とする。  

(2) 数字は算用数字を用い、単位や符号は慣用のものを用いる。  

(3) 特殊な、あるいは特定分野のみで用いられている単位、符号、略号ならびに表現には簡単な説明を加える。  

(4) 異なる機関に属するものが共著である場合は、各所属機関に番号をつけて氏名欄の下に一括して示し、その番号を

対応する著者の氏名の右肩に記す。  



(5) 図、表および写真には図 1、表 1、および写真 1 などの番号をつけ本文とは別にまとめておく。表は表題とともに 1 枚

の用紙に 1 つとする（図、写真についても同じ）。図は凡例とともに原則としてそのまま掲載できる明瞭なものとする。

図表は、 Excel もしくは Power Point （どちらも ver.2010 以降）で作成する。写真は JPEG もしくは GIF データで提出

する。図、表、写真は、全て白黒印刷となるので、それを念頭に凡例などを作成すること。なお、Supplementary 

Information として、電子的補助資料（図、写真、表）を添付することができる。Supplementary Information は JACR の

会員用 Web ページにて公表する。  

(6) 引用文献の後に、英文 Summary を掲載することができる。採択された論文の英文 Summary は、図表とともに JACR 

のホームページに掲載される場合があることを承諾することが、英文 Summary を JACR モノグラフに掲載することの

条件となる。当誌への英文 Summary の掲載を希望する場合は、ローマ字による著者名と所属施設名と 400 単語以

内の英文 Summary を、この順番で引用文献の後の頁に用意する。そして、図表およびその凡例とタイトルは、英語

で作ること。なお、英文 Summary は、専門家によるチェックを受けておくことが望ましい。 

 

(7) 引用文献の記載様式  

1) 文献は本文の引用箇所の肩に 1)
、

1
～

5)
、

1,3
～

5)と、引用する順に番号で示し、本文の後に一括して引用番号

順に記載する。文献の著者が 3 人までは全員、4 人以上の場合は 3 人目までを挙げ、4 人目以降は省略して、3 

人の著者名+『，他』とする（以下の例を参照）。英文の文献で著者が 4 人以上の場合は、3 人の著者名+『，et al.』

とする。  

2) 雑誌名はその雑誌が使用している略名がある場合は使用してもよい。  

3) 記載方法は下記のとおり。  

①  雑誌の場合 著者名．表題．雑誌名．発行年（西暦）；巻：頁‐頁．  

例 1：田中英夫，西山謹司，津熊秀明他．癌専門医療施設における放射線治療の動向．癌の臨床． 

2001 47：449-455．  

例 2：Tanaka H, Uera F, Tsukuma H, et al. Distinctive change in male liver cancer incidence rate between the 1970s 

and 1990s in Japan: comparison with Japanese-Americans and US whites.  

Jpn J Clin Oncol. 2007;37:193-196.  

② 単行本の場合 著者名．表題．編集名．書名．発行所所在地：発行所，発行年（西暦；）頁‐頁．  

例 3：雑賀公美子，松田智大，祖父江友孝．日本のがん罹患の将来推計．祖父江友孝，片野田耕太，味木和喜 

子，津熊秀明，井岡亜希子，編． がん・統計白書 2012．東京：篠原出版新社，2012；63‐82．  

例 4：Tanaka H. Prevention of cancers due to infection. Miller AB, eds.Epidemiologic studies in cancer prevention 

and screening. New York: Springer, 2012; 65-83.  

③ インターネットのサイトの場合 他に適切な資料が得られない場合は文献として使用してもよいこととする。この場

合は、サイト名とアドレスを簡潔かつ明確に記載するとともに、アクセスした年月日も付記すること。  

  

５．投稿方法次のファイルを下記メールアドレスまで電子メールに添付して送信します。  

(1) 送信するファイル  

1) タイトルページ、要旨、本文、引用文献、英文 Summary ページまでを通して頁番号を付したファイル。  

2) 図表は 1 点につき 1 つのファイル。  

(2) 送り先 日本がん登録協議会事務局 contact@npo-jacr.jp  

 

６．採択の方針投稿原稿の採否は、原則として peer review による査読プロセスを経て、JACR モノグラフ編集委員で審議し決

定します。採択決定の前に corresponding author に対し、revision を指示することがあります。  

  

７．著作権  

掲載された論文の著作権は、JACR に帰属します。二重投稿に関する責任は著者が負うものとします。  

  

８．その他、本規定に対する問い合わせは、事務局（contact@npo-jacr.jp ）まで。  

  

mailto:contact@npo-jacr.jp
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